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保健・医療・教育機関・産業等における女性の健康支援のための研究 

 
 

研究代表者 荒田尚子 
国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 

 
 

研究要旨  

 女性の健康は、生涯を通じて身体的・精神的に女性ホルモンの動態の影響を受ける。月経
関連疾患、閉経、加齢により損なわれる女性の健康を把握した上で、これらへのリスク要因
を閉経以前のできるだけ早い時期から横断的・予防医学的に教育・支援すること、若い世代
の女性にプレコンセプションケア（妊娠や次の世代の健康を考慮したヘルスケア）の概念を
浸透させ、生涯を通じた女性の健康の保持増進を図れるような環境整備を進めることが重
要である。平成 30 年度は、女性の健康を支援する立場にある各分野における各種取組の実
態把握とその評価、課題・ニーズの抽出を行うことを目的にした。また、大学健康管理セン
ターと調剤薬局の女性健康支援の実態に関して追加アンケート調査を実施し、我が国の過
去 5 年間の女性の健康支援に関する研究の現状を明らかにし、不足部分を補った。さらに、
小児・学校保健分野における女性の健康支援の状況を学習指導要領、教科書の内容などから
把握し、課題を見出した。 

医療分野では、一定水準が担保される包括的な女性のヘルスケア支援者（産婦人科医、内
科医、そのほかの医師、助産師、看護師、保健師、管理栄養士、心理士など）の育成が急務
であり、研修と支援に関するガイドラインと研修制度の整備が重要と考えられた。また、同
時に若い年代からのかかりつけ婦人科医制度も必要であろう。 

教育分野では、学校における性教育を含む女性の健康増進教育は、実際に、子供たちに理
解され、生きた知識として定着されるものを提供していく必要があり、性教育については、
一定レベル以上の性教育を提供できる産婦人科医や助産師などの育成とこれらの外部講師
と学校現場を繋げる地域に合わせたしくみが必要である。企業が開発した教材の活用も有
用と考えられる。望まない妊娠や性感染症への罹患等、性、拒食症・過食症に関することの
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研修の実施や講師派遣、それぞれの年齢に適したカリキュラムを男女ともに提供する環境
構築が必要であり、国連機関においてまとめられた「International technical guidance on 
sexuality education」2018 年改訂版７）を活用しつつ、女性の健康を支援する立場にある専
門職の育成に広く活用する教本の作成と教職員向けの研修の必要性が考えられる。また、大
学生への健康教育や健康管理の充実も好事例を例に一般化する必要がある。 

地域保健・産業分野では、妊娠前や妊娠に関連しない女性においての医療、予防・健康教
育へのタッチポイントを作成する仕組みが重要である。この年代やこの状況の女性の健康
に関する予防・健康教育をどうするかを考える必要がある。 
 そのほか、医療・保健・産業の現場以外の女性のタッチポイントとして、IOT（Internet 
of Things：モノのインターネット）等の活用も検討し、調剤薬局などできる限りのタッチ
ポイントを利用していくことも有用と思われる。 
ライフフステージ・年齢・生活スタイル・立場・ヘルスリテラシーレベルに応じた女性の健
康情報提供の仕組みの検討、IOT を活用して医療分野・専門家である支援者と健康支援を
受ける対象者が繋がり、より早い時期から横断的・予防医学的に女性の健康を包括的に教育
するガイドラインとプラットフォームの構築が求められる。その実現には、医療・地域保健・
教育・産業分野といった領域を超えた連携や女性の健康の包括的支援共通ガイドラインや
全世代をカバーする男女向けのテキストが必要と考えられた。 
 

 

 

研究分担者  

髙松 潔 東京歯科大学市川総合病院産婦
人科 教授 
片井みゆき 東京女子医科大学医学部総合
診療科/女性科 准教授 
辻 真弓 産業医科大学医学部衛生学 教授 
井ノ口美香子 慶應義塾大学健康保健管理
センター 准教授 
村嶋幸代 大分県立看護科学大学 理事長・
学長 

研究協力者 

大田えりか 聖路加国際大学国際看護学 教

授 
岡本百合 広島大学保健管理センター 教授 
林 芙美 女子栄養大学食生態学研究室 准
教授  
鳴本敬一郎 浜松医科大学産婦人科家庭医
療学講座 総合診療医  
小熊祐子 慶應義塾大学大学院健康マネジ
メント研究科・スポーツ医学研究センター 
准教授 
德村光昭 慶應義塾大学保健管理センター 
教授） 
當仲 香 慶應義塾大学保健管理センター
保健師 
山本真由美 岐阜大学保健管理センター 教
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授 
樋口 毅 健康経営会議実行委員会 事務
局長 
本田由佳 国立研究開発法人 国立成育医療
研究センター 研究員 
  

Ａ．研究目的        

 女性の健康は、生涯を通じて身体的・精神
的に女性ホルモンの動態の影響を受ける。
月経に伴う心身の不調、子宮や乳房のがん、
更年期障害などといった女性特有の疾患、
自己免疫疾患などの性差のある疾患、妊娠・
出産といったリプロダクティブ・ヘルス/ラ
イツなどの視点を考慮した健康支援をでき
る人材育成やその組織、仕組みの構築は十
分に行われていない。さらに、わが国におけ
る女性の健康支援は、団体ごと（医療、企業、
学校、地域、自治体など）、診療専門科ごと
（内科、産婦人科、小児科、精神科・整形外
科など）、職域ごと（医師、看護師、薬剤師、
保健師、養護教諭など）に疾病治療やスクリ
ーニングを中心に縦割りに展開されている
ことから、これらの組織をシームレスに繋
ぎ、隙間を補充していくことが重要となる。
また、日本人女性の平均寿命と健康寿命の
差は 12.4 歳であり、この差を縮めることが
医療・介護費の節約に繋がる。すなわち、月
経関連疾患、閉経、加齢により損なわれる女
性の健康を把握した上で、これらへのリス
ク要因を閉経以前のできるだけ早い時期か
ら横断的・予防医学的に教育・支援するこ
と、若い世代の女性にプレコンセプション
ケア（妊娠や次の世代の健康を考慮したヘ
ルスケア）の概念を浸透させることが重要
な課題である。 

本研究では、「女性の健康の包括的支援に
関する実態把握、情報発信、予防的介入のた
めの研究班」と共同して、生涯を通じた女性
の健康の保持増進を図れるような環境整備
を進めるために、すでに各分野で実施され
ている女性の健康支援の取組を調査・分析
し、女性がその健康状態に応じて的確に自
己管理を行うことができるようになるため
の健康教育、相談体制を確立することが目
的である。 
平成 30 年度は、女性の健康を支援する立場
にある各分野における各種取組の実態把握
とその評価、課題・ニーズの抽出を行うこと
を目的にした。また、大学健康管理センター
と調剤薬局の女性健康支援の実態に関して
追加アンケート調査を実施し、我が国の過
去 5 年間の女性の健康支援に関する研究の
現状を明らかにし、不足部分を補った。さら
に、小児・学校保健分野における女性の健康
支援の状況を学習指導要領、教科書の内容
などから把握し、課題を見出した。  
  
 

Ｂ．研究方法 

 
１．女性の健康を支援する立場にある地域、
医療、教育現場、企業など各分野の取組の実
態把握とその評価、課題・ニーズの抽出  

女性の健康を支援する立場にある地域、
医療、教育現場、企業など 11 領域に関わる
14 名の専門家に対して、a.所属分野と専門
分野、b.同分野における支援を行う者、およ
び支援を提供する対象者、c.女性の健康支
援の取組について、d.支援人材の育成の実
態、e.女性の健康支援プログラムの有無と
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その内容、f.女性の健康支援テキストの有無
とその内容、g.ガイドラインの有無とその
内容、g.今後の課題等についてヒアリング
を行った。ヒアリング内容とインターネッ
トでのリサーチ、既存の調査結果の収集な
どによる女性の健康支援に取り組んでいる
各分野の健康支援の実態について検討し、
各分野の中核となる団体（学会など）、女性
の健康支援の提供場所とその取り組みの実
態、そのガイドラインなどについてまとめ
た。 
 
２．学校教育（保健分野）における女性の健
康支援に関連する教育内容の現状と課題 

文部科学省による小学校、中学校、高等学
校における学習指導要領解説（体育あるい
は保健体育）、及び保健分野のすべての教科
書（小学校：5 社 10 種、中学校：4 社 4 種、
高等学校：2 社 3 種、全学校計 7 社 17 種）
に関して、女性の健康支援に関連する内容
が、子どもの各成長段階において、どのよう
に扱われているかについて整理、検討した。
日本学校保健学会第 65 回学術大会（2018
年 11 月 30 日～12 月 2 日 J:COM ホルトホ
ール大分）での、シンポジウムや一般発表に
関して議論される保健教育現場における最
近の話題を把握した。 
 
３．女性の健康支援の各種取組の実態に関す
る調査 
 
（１）国内過去 5 年の研究動向 

国内文献データベース医学中央雑誌 Web
（医中誌）を用いて 2014 年 1 月～2018 年
12 月に発表された「女性」and「健康」がキ
ーワードに含まれる文献を検索した。を行

った。検索に用いキーワードは、医中誌の文
献に付与されている「統制語（ディスクリプ
タ）」の「医学用語シソーラス」キーワード
で、「女性」and「健康」であった。分析は、
原著、総説、学会の学術集会の一般演題・ポ
スター演題の抄録とし、事例・症例報告は除
いた数を対象とした。文献を抽出・ダウンロ
ードし、女性の健康に関する文献データセ
ットを作成した。まず、女性のライフステー
ジ別に「妊娠（胎児）ステージ」「小児・思
春期（0～18 歳）」「成人期（19 歳～44 歳）」
「更年期(45～64 歳)」「高齢期（65 歳～）」
の 5 つに分類し、各ステージごとの文献タ
イトル数の比較を行った。次に、テキストマ
イニングを用いた分析として、5 つのライ
フステージ別に医中誌の文献に付与されて
いる「統制語（ディスクリプタ）」の「医学
用語シソーラス」キーワードの形態素解析
を行い、女性の健康支援を示すキーワード
であると考えられる名詞を抽出し、単語頻
度分析を行った。さらに、女性の健康支援と
して「教育」「サービス」「予防」の３つの「医
学用語シソーラス」キーワードとして含む
文献を抽出し、各ステージごとの文献タイ
トル数の比較を行い、文献タイトルの「ワー
ドクラウド」 分析を行い、特定の単語が文
献タイトル中にどのくらいの頻度で出現す
るのかを可視化させた。 

 
（２）大学保健管理センターにおける各種取
組に関する実態調査 
 大学における女子学生への健康支援の取
組を調査・分析し、それを女子学生がその健
康状態に応じて適格に自己管理を行うこと
ができるようになるための健康教育に繋げ
ることを目的として、関東、甲信越の大学の
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健康管理センター職員 66 名に対し、平成 30
年 8 月に、アンケート調査とインタビュー
調査を行った。本調査研究は、所属機関であ
る国立研究開発法人国立成育医療研究セン
ター倫理審査承認を受けた（受付番号 21-
41）。 
 
（３）調剤薬局における各種取組に関する実
態調査 
 2019 年 2 月から 3 月に株式会社アルトマ
ークが運営する「医師・医療従事者専用ニュ
ースポータル Medy」サイトシステムを使用
している薬剤師（Medy 会員）を対象に、調
剤薬局薬剤師における女性の健康支援の各
種取組の実態把握調査として、全国約 5 万
6 千の調剤薬局に雑誌「クレデンシャル」を
送付する際に調査案内を同封し郵送した。
案内を確認後、回答に承諾される場合はウ
ェブアンケートサイト URL へアクセスし、
参加同意を得られた薬剤師から返答を得た。
調査内容は、薬局が把握する女性の健康課
題・支援、薬局が実施している積極的な女性
の健康支援・プログラム等についてである。
本調査研究は、所属機関である国立研究開
発法人国立成育医療研究センター倫理審査
承認を受けた（受付番号 21-41）。 
 
 

Ｃ．研究結果    

１．女性の健康を支援する立場にある地域、
医療、教育現場、企業など各分野の取組の実
態把握とその評価、課題・ニーズの抽出 
 女性の健康支援の提供場所、提供内容、提
供者の専門性、支援される女性のライステ
ージなどで分類した取組のまとめからわか

ったことは下記の通りである。 
 
（１）医療分野 
・日本女性医学学会主催で「女性のヘルス
ケア研修会」がスタートし、「女性ヘルスケ
ア専門医」の対象を産婦人科医のみから他
科の医師、メディカルスタッフのみならず、
特に資格がなくても女性ヘルスケアの専門
家として認定する制度が 2019 年度にスタ
ートしたが、未だトータルな女性のヘルス
ケアの専門家は少ないことが予想された。 
・同研修会の研修項目に準拠した種々の職
種の女性の包括的なヘルスケアの指導者を
育成するための研修制度はあまりない。 
・思春期世代からのかかりつけ婦人科医の
必要性が種々の場面でいわれている。 
 
（２）教育分野 
・女性アスリート支援のツールや支援者育
成研修・プログラムは充実しつつある。 
・性教育については、中学校学習指導要領
では「受精・妊娠を取り扱い妊娠の経過は取
り扱わない」とされており、実際の教育現場
では学校側が産婦人科医や助産師などの外
部講師派遣を希望したり、企業が開発した
教材の活用を希望しているケースもあった
が、限られた一部でしか行われていないこ
とが明らかになった。 
・2019 年 3 月の子どもの権利条約、「子ど
もの権利委員会」から第 4 回、5 回総合定
期報告書として思春期の子どものセクシュ
アルヘルスおよびリプロダクティブ・ヘル
ス、精神保健を懸念される材料と指摘する
勧告がだされている。 
・大学生への健康教育の教材は存在してお
り、活用可能である（好事例で示した）。公
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立の大学や私立大学には健康管理センター
も存在しないことがある。 
 
（３）地域保健・産業 
・思春期以降の女性の健康支援は、妊娠・産
後・子育て支援、およびメタボ対策が主流で
ある。 
・近年、妊娠届を出した時に保健師や産業
医と繋がる仕組みや、不妊治療・がん両立支
援の環境は充実しつつある。 
・妊娠前や妊娠に関連しない女性において
は医療、予防・健康教育へのタッチポイント
が希薄である。 
・経済産業省主導で推進している「健康経
営」の認定条件に 2018 年度から「女性の健
康」がとりあげられたことは女性の健康増
進に対する推進力になっている。 
 
（４）その他 
・医療・保健・産業の現場以外の女性の健康
情 報 の タ ッ チ ポ イ ン ト と し て 、 IOT
（Internet of Things：モノのインターネッ
ト）などの可能性が考えられる。 
 
２．学校教育（保険分野）における女性の健
康支援に関連する教育内容の現状と課題 
  学校における「保健・体育」からのアプロ
ーチでは保健体育教員または養護教諭が、
「家庭科」からのアプローチでは栄養教諭
が、男女学生に向けて学習指導要領で記載
される女性の健康の教育を行っている。学
習指導要項や教科書の記載では、学校の保
健教育においては子どもの各成長段階に合
わせて様々な内容の項目が段階的に丁寧に
行えるように準備されている。一方で、授業
時間数の限界や、保健教育全体として扱う

内容の多様性などから必ずしも十分とはい
えない可能性があり、実際に、子供たちに理
解されているかどうか、生きた知識として
定着されているのかは懸念されている。 
 
３．女性の健康支援の各種取組の実態に関す
る調査 
 
（１）国内過去 5 年の研究動向 
 分析対象となった文献は総計 3,738 報で
あった。女性のライフステージ別の文献タ
イトル数では、「妊娠（胎児）期」188 報、
「新生児期（0～1 歳）」39 報、「乳児期(1～
23 ヶ月)」：45 件、「幼児期（2～5 歳）」81
報、「小児期（6～12 歳）」102 報、「青年期
（13～18 歳）」420 報、「成人期（19～44 歳）」
1,946 報、「中年期（45～64 歳）」1,751 報、
「高齢期（65～歳）」1,515 報で、「成人期（19
～44 歳）」「中年期（45～64 歳）」「高齢期
（65～歳）」が占める割合が多かった。  
3,738 報のうち、「教育」「サービス」「予防」
を医中誌の文献キーワードとして含む文献
は 1,369 報（36.6%）であり、妊娠(胎児)期
および小児・思春期（0～18 歳）の「女性の
健康」と「教育」「サービス」「予防」に関す
る研究は、成人期(19 歳～44 歳)に比較して
少なかった。成人期(19 歳～44 歳)の女性の
健康支援に関する研究は、看護学生や大学
生などの 19 歳～22 歳、特定健康診査対象
である 40 歳以降での検討が多く、その間の
性成熟期世代の研究は少ないことが予想さ
れた。 
第 4 次男女共同参画基本計画「生涯を通じ
た女性の健康支援」内容に関するライフス
テージ別「ワードクラウド」による頻度変化
と比較した結果、妊娠（胎児）期、小児・思
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春期(0～18 歳)の女性の健康支援、および、
成人期（19 歳～44 歳）の、特に大学卒業後
から 40 歳未満を対象とした「子宮頸がん」
「妊娠」「出産」「ライフデザイン」「性感染
症」「喫煙」「乱用」「飲酒」のキーワードに
関連した論文が不足していることが示唆さ
れた。 
 
（２）大学保健管理センターにおける各種取
組に関する実態調査 
  対象者は看護師が最も多く 49.4%であ
った。多くの大学は、貧血、月経関連疾患、
拒食症、鬱、甲状腺疾患を女子大学生の健康
課題として把握していた。婦人科医との連
携・協力体制がある保健管理センターは
32.1、女子学生向けの健康支援やプログラ
ム を 実 施 して い る保 健管 理 セ ン ター は
28.4％であった。多くの保健管理センター
でぇあ、女子大学生が抱える女性ホルモン
に関わる症状や悩みを検討課題として把握
していたが、それらの課題すべてに対応で
きていないことが明らかになった。 
 
（３）調剤薬局における各種取組に関する実
態調査 
 439 名からウェブ回答を得た（回収率：
1.0％）。女性の健康支援プログラム実施を
したいと思っている希望はあるが、実施さ
れていないことが明らかになった。また、プ
ログラム実施されている場合（13.2％）も更
年期や老年期の健康に関するプログラムが
主体であり、若年層への実施率は低い。今
後、若い女性に対する健康支援の提供場所
の一つになりうると考えられた。 
 
 

D．考察 

 以上より、下記項目が保健・医療・教育機
関・産業等における女性の健康支援のため
の課題として抽出された。 
 
（１）医療分野 
・一定水準が担保される包括的な女性のヘ
ルスケア支援者の育成が急務である。（産婦
人科医、内科医、そのほかの医師、助産師、
看護師、保健師、管理栄養士、心理士など） 
・若い年代（思春期世代）からのかかりつけ
婦人科医制度が必要と思われる。（医師の育
成と制度の確立） 
 
（２）教育の分野 
学校における性教育を含む女性の健康増進
教育は、実際に、子供たちに理解され、生き
た知識として定着されるものを提供してい
く必要がある。 
・性教育については、一定レベル以上の性
教育を提供できる産婦人科医や助産師など
の外部講師と学校現場を繋げる地域に合っ
たパイプが必要である。企業が開発した教
材の活用も有用である。 
・望まない妊娠や性感染症への罹患等、性、
拒食症・過食症に関することの研修の実施
や講師派遣、それぞれの年齢に適したカリ
キュラムを男女ともに提供する環境の構築
が必要であると考えられる。それを実現す
るには、国連機関においてまとめられ 2018
年に改 訂された「International technical 
guidance on sexuality education」７）を活
用しつつ、女性の健康を支援する立場にあ
る専門職の育成に広く活用する教本の作成
と教職員向けの研修の必要性が考えられる。 
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・大学生への健康教育や健康管理の充実も
好事例を例に一般化する必要がある。 
 
（３）地域保健・産業 
・妊娠前や妊娠に関連しない女性において
の医療、予防・健康教育へのタッチポイント
を作成する仕組みが重要である。この年代
やこの状況の女性の健康に関する予防・健
康教育をどうするかを考える必要がある。 
 
（４）その他 
・医療・保健・産業の現場以外の女性のタッ
チポイントとして、「女性ヘルスケア専門家」
人材の育成と同時に、IOT（Internet of 
Things：モノのインターネット）を活用し
た確かな女性の健康情報の発信が必要。 
・調剤薬局の薬剤師も女性の健康支援の支
援者になりうる。 
・子宮頸がんや乳がん予防や検診の啓発は
包括的女性の健康増進を考える上で必須で
ある。 
 
（５）プレコンセプションケアとしての課題 
・リプロダクティブ・ヘルスに関する教育
が不十分なまま小学生、中学生、高校生を過
ごしてしまうと、大学生ではさらにその教
育の機会は欠如しており、知識の不十分な
まま性成熟期を迎えることになる。このこ
とは、望まぬ妊娠や感染症のリスクがあが
るのみならず、妊娠の機会を見逃す、より安
全な妊娠・分娩の機会を逸する、ひていは子
どもたちの健康のマイナスリスクを増加さ
せることになる。プレコンセプションケア
を我が国で広めることは、女性自身の現在
および将来の健康を増進させことに加え、
次の世代の子どもたちの健康につながるこ

とから、若い世代の女性の健康増進には非
常に重要なことと考えられる。 
 

Ｅ．結論 

ライフフステージ・年齢・生活スタイル・立
場・ヘルスリテラシーレベルに応じた女性
の健康情報発信の仕組みの検討、IOT を活
用して医療分野・専門家である支援者と健
康支援を受ける対象者が繋がり、より早い
時期から横断的・予防医学的に女性の健康
を包括的に教育するガイドラインとプラッ
トフォームの構築が求められる。その実現
には、医療・地域保健・教育・産業分野とい
った領域を超えた連携や女性の健康の包括
的支援共通ガイドラインや全世代をカバー
する男女向けのテキストが必要と考えられ
た。 
 

F. 健康危険情報 

該当なし 
 

G.研究発表 

荒田尚子 プレコンセプションケア 日本
抗加齢医学会雑誌 14（3） 043（347）～
048（352）、2018  
 

H.知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 
１.特許取得   
該当なし 
2.実用新案 
登録該当なし 
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3．その他  該当なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （女性の健康の包括的支援政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

女性の健康を支援する立場にある地域、医療、教育現場、企業など各分野の 

取組の実態把握とその評価、課題・ニーズの抽出 

 

分担研究者 荒田尚子 1) 髙松 潔 2) 片井みゆき 3) 辻 真弓 4) 井ノ口美香子 5) 村嶋幸代 6) 

 

１) 国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 

２) 東京歯科大学市川総合病院産婦人科 

３) 東京女子医科大学医学部総合診療科/女性科 

４) 産業医科大学医学部衛生学 

５) 慶應義塾大学健康保健管理センター 

６) 公立大学法人大分県立看護科学大学 

 

研究要旨  

女性の健康は、身体面、心理面の状態および女性ホルモン動態が各ライフステージに応

じて大きく変化する１）。近年、女性の高学歴化および就業率の上昇に伴う晩婚・晩産化

など社会環境の急激な変化の影響を受け、女性の健康問題が多様・複雑化し、生涯を通じ

た女性の健康支援の重要性について焦点が当てられている。 

本研究では、女性の健康を支援する立場にある地域保健、医療、教育現場、企業（産業）

など各分野の現在の健康支援体制や取組の実態把握とその評価、課題・ニーズの抽出を行

い、今後必要とされる女性の健康教育・支援機関の連携や，テキスト・ガイドラインの作

成，改善すべき対策等について検討し、今後の女性の健康支援対策の一助とすることであ

る。 

女性の健康を支援する立場にある地域保健、医療、教育、産業など、領域を超えた女性

の健康の包括的支援共通ガイドラインは現在なく、領域を超えた連携や人材育成、共通ガ

イドラインが必要であると考えられた。また思春期以降、更年期未満を対象とした女性健

康支援のテキストについては、専門家監修のもと男女向けに国際基準で開発する必要のあ

ることが示唆された。 

 

 

研究協力者 

大田えりか（聖路加国際大学国際看護学 

教授） 

岡本百合（広島大学保健管理センター 教

授） 

林 芙美（女子栄養大学食生態学研究室 

准教授） 

鳴本敬一郎（浜松医科大学産婦人科家庭医

療学講座 総合診療医） 

小熊祐子（慶應義塾大学大学院健康マネジ
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メント研究科・スポーツ医学研究センター

 准教授） 

德村 光昭（慶應義塾大学保健管理センタ

ー 教授） 

當仲 香（慶應義塾大学保健管理センター

 保健師） 

樋口 毅（健康経営会議実行委員会 事務

局長） 

本田由佳（国立研究開発法人 国立成育医

療研究センター 研究員） 

山本真由美（岐阜大学保健管理センター

 教授） 

 

Ａ．研究目的        

女性の健康は、生涯を通じて身体的・

精神的に女性ホルモンの動態の影響を受

ける 1)。月経に伴う心身の不調、子宮や

乳房のがん、更年期障害などといった女

性特有の疾患、自己免疫疾患などの性差

のある疾患、妊娠・出産といったリプロ

ダクティブ・ヘルス/ライツなどの視点

を考慮した健康支援をできる人材育成や

その組織、仕組みの構築は十分に行われ

ていない。さらに、わが国では、「女性

の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）」が制定され、

2016 年 4 月 1 日から、完全施行されてか

ら、女性の労働人口はこの４年間で右上

がりに増加している。一方で、女性特有

の月経随伴症状による社会経済的負担は

年間 6,828 億円に達すると報告されてお

り３）、女性の直面している様々な健康課

題に対応し、それぞれのタッチポイント

で健康支援する社会環境の整備を進める

ことが、「フェアネスの高い社会」「女

性が輝く健やかな社会」につながると考

えられる。しかしながら、我が国の女性

の健康支援は、団体ごと、診療専門科ご

と、職域ごとに診断のための検査や疾病

治療が行われているが、領域を超えた予

防・教育が行われずに縦割りに展開され

ているため、「包括的な女性の健康支

援」が重点課題の一つとされている。こ

の課題に対して、月経関連疾患、閉経、

加齢により損なわれる女性の健康状態を

把握し、個々の問題に対して適切な対応

をしていくには、女性のライフステージ

に関わる組織や支援者が連携すると同時

に、早い時期から横断的・予防医学的に

教育するシステムと、個別・継続的に支

援できるプラットフォームの構築が望ま

れる。そこで、初年度は、女性の健康を

支援する立場にある地域、医療、教育現

場、企業など各分野の女性の健康支援に

関する取組の実態把握とその課題・ニー

ズの抽出を行うことを分担研究者、研究

協力者と共同で行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 各分野ごとの健康支援の実態 

女性の健康支援、支援者の取組の現状や

課題，女性の健康教育の在り方について、

健康支援体制や取組の実態把握について、

地域保健・医療・教育機関・産業・その他

の5つの健康支援分野（表１）、11領域に

関わる14名の研究分担者と研究協力者が

協力して専門分野の立場と情報をもとに、

インターネット検索やハンドリサーチ、既

存の調査結果を収集し、それぞれの分野の

女性の健康支援の取組の実態を、支援人材

育成の実態、女性の健康支援プログラムの

有無とその詳細、女性の健康支援テキスト

の有無とその詳細、ガイドラインの有無と

その内容、今後の課題等についてまとめた。

各分野の担当府庁省や中核となる団体（学

会など）も含めて明らかにした。 
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2. 分野別健康教育テキストや研修・養成

プログラム（好事例）の検討 

（１）地域保健・医療・教育機関・産

業分野別の女性の健康教育/支

援者研修/システム/テキスト/

ガイドライン等の取組の抽出 

現在、我が国で実施されている女性

の健康教育/支援者研修/システム/テ

キスト/ガイドラインについて、専門分

野の立場と情報をもとに、インターネ

ット検索やハンドリサーチ、既存の調

査結果から収集した取り組みの事例に

ついて、地域保健・医療・教育機関・

産業・その他の5つの健康支援分野別に、

取組内容、ジャンル（健康教育、支援

者研修、システム、テキスト、ガイド

ライン、その他）、取組内容とホーム

ページ、専門家との連携、取組への協

賛制度、支援者・対象者費用負担、女

性健康支援者の職種、女性健康支援対

象者のライフステージと性別について

まとめ、ナラティブな評価を行った。 

 

（２）女性の健康支援の取組におけ

る好事例 

本調査で抽出した女性の健康教育/

支援者研修/システム/テキスト/ガイ

ドライン等の取組の中で、健康支援対

象者に対して、産婦人科医や助産師な

ど女性の健康に関する専門家と連携

がある、健康支援対象者向けの学習の

テキストやリーフレット、パワーポイ

ントを公開しているものを本研究の

好事例とし、地域保健・医療・教育機

関・産業・その他の5つの健康支援分野

別に公開情報がある場合に「地域保

健・医療・教育機関・産業等における

女性の健康支援に関する取組の好事

例」資料として添付した。 

 

Ｃ．研究結果    

 

1. 女性の健康支援領域ごとに健康支援

の実態 

女性の健康支援に取り組んでいる各

分野の健康支援の取組の実態を表２

に示した。また、各分野の担当府庁省

や中核となる団体（学会など）を明ら

かにし、表３に示した。 
女性の健康支援の提供場所、提供内容、
提供者の専門性、支援される女性のラ
イステージなどで分類した取組のま
とめから明らかになった問題点は下
記の通りである。 
 
（１）医療分野 
・日本女性医学学会主催で「女性のヘ
ルスケア研修会」がスタートし、「女
性ヘルスケア専門医」の対象を産婦人
科医のみから他科の医師、メディカル
スタッフのみならず、特に資格がなく
ても女性ヘルスケアの専門家として
認定する制度が2019年度にスタート
したが、未だトータルな女性のヘルス
ケアの専門家は少ないことが予想さ
れた。 
・同研修会の研修項目に準拠した種々
の職種の女性の包括的なヘルスケア
の指導者を育成するための研修制度
はあまりない。 
・思春期世代からのかかりつけ婦人科
医の必要性が種々の場面でいわれて
いる。 
 

（２）教育分野 
・女性アスリート支援のツールや支援
者育成研修・プログラムは充実しつつ
ある。 
・性教育については、中学校学習指導
要領では「受精・妊娠を取り扱い妊娠
の経過は取り扱わない」とされており、
実際の教育現場では学校側が産婦人
科医や助産師などの外部講師派遣を
希望したり、企業が開発した教材の活
用を希望しているケースもあったが、
限られた一部でしか行われていない
ことが明らかになった。 
・2019年3月の子どもの権利条約、「子
どもの権利委員会」から第4回、5回総
合定期報告書として思春期の子ども
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のセクシュアルヘルスおよびリプロ
ダクティブ・ヘルス、精神保健を懸念
される材料と指摘する勧告がだされ
ている。 
・大学生への健康教育の教材は存在し
ており、活用可能である（好事例で示
した）。公立の大学や私立大学には健
康管理センターも存在しない場合が
ある。 
 

（３）地域保健・産業 
・思春期以降の女性の健康支援は、妊
娠・産後・子育て支援、およびメタボ
対策が主流である。 
・近年、妊娠届を出した時に保健師や
産業医と繋がる仕組みや、不妊治療・
がん両立支援の環境は充実しつつあ
る。 
・妊娠前や妊娠に関連しない女性にお
いては医療、予防・健康教育へのタッ
チポイントが希薄である。 
・経済産業省主導で推進している「健
康経営」の認定条件に2018年度から
「女性の健康」がとりあげられたこと
は女性の健康増進に対する推進力に
なっている。 
 

（４）その他 
・医療・保健・産業の現場以外の女性

の健康情報のタッチポイントとして、

IOT（Internet of Things：モノのイ

ンターネット）などの可能性が考えら

れる。 

 

2. 分野別健康教育テキストや研修・養成

プログラム（好事例）の検討 

（１） 地域保健・医療・教育機関・産業

分野別の女性の健康教育/支援者

研修/システム/テキスト/ガイド

ライン等の取組（好事例）の抽出 

 

本研究において、専門分野の立場の

情報をもとにインターネットリサー

チやハンドリサーチ、既存の調査結果

から抽出した情報をもとに抽出した

地域保健・医療・教育機関・産業分野

別の女性の健康教育/支援者研修/シ

ステム/テキスト/ガイドライン等の

取組33事例のそれぞれの取組の内容

を表4から表12に示す。 

 

（２） 女性の健康支援の取組における

好事例 

本調査で抽出した抽出した女性の

健康教育/支援者研修/システム/テキ

スト/ガイドライン等の取組の中で、

産婦人科医や助産師など女性の健康

に関する専門家と連携がある、健康支

援対象者向けの学習のテキストやリ

ーフレット、パワーポイントを公開し

ているものを本研究の好事例で、公開

情報がダウンロードが可能な６事例

についての詳細は「地域保健・医療・

教育機関・産業等における女性の健康

支援に関する取組の好事例」資料とし

て添付した。 

 

D．考察 

我が国における全従業員数（非正規を含）

のうち女性が占める割合は、約４６％(２

０１８年)と報告されており４）、２０１６

年に比較して約２％上昇している。地域保

健・産業分野の健康支援は、思春期以降メ

タボリックシンドローム対策が中心であ

り、女性特有の健康課題、特にヘルスリテ

ラシー向上施策や女性の健康に関する相

談窓口等の設置、制度整備状況や認知度が

低い５）。さらに、月経困難症や月経前症候

群（PMS）に悩む女性も女性従業員の約5割

が女性特有の健康課題などにより職場で

困った経験があると回答していることが

明らかになっている５）。他方、管理者とし

て女性従業員の健康について、対処に困っ

た経験がある項目の第一位は「メンタル」

に関するものであるが、次いで多いのが

「女性特有の健康課題（月経など）」であ
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り、約４割の管理者が対処・対応に困って

いると回答している４）。大須賀らのグルー

プが行った調査で報告されている年間6,8

28億円と予想される月経中の月経随伴症

状による社会経済的負担はのうち７２％

が労働損失によるものと報告されている

ことから３）、女性ホルモン変動に応じた

生涯を通じた女性の健康支援体制の整備

が必要であり1)、それら体制を整えるには、

客観的な根拠（エビデンス）に基づく女性

の健康支援の検討を進めることが平均寿

命の延伸のためにも必要と考える。 

そこで、本研究では、女性の健康を支援

する立場にある地域保健、医療、教育現場、

企業（産業）など各分野の現在の健康支援

体制や取組の実態把握とその評価、課題・

ニーズの抽出を行い、今後必要とされる女

性の健康教育・支援機関の連携や，テキス

ト・ガイドラインの作成，改善すべき対策

等について検討した。 

調査の結果、医療分野では、2019年9月

から一般社団法人 日本女性医学学会主催

で「女性のヘルスケア研修会」がスタート

し、「女性のヘルスケアアドバイザー養成

プログラム」の内容を踏襲しつつ、新たな

テーマを加えながら、原則的に一般社団法

人 日本女性医学学会認定「女性ヘルスケ

ア専門医」研修項目に準拠した内容で、さ

らには、対象者を産婦人科医以外の医療者

などに広げ、開始予定であることが明らか

となった。今回の調査において、女性のラ

イフステージで、地域保健、教育、産業の

現場において、健康維持・増進、予防的な

面から「学校医」「産業医」「プライマリ・

ケア医」「精神科医」「スポーツドクター」

「小児医」「内科医」などが携わるってい

ることが明らかとなったが、それぞれの分

野・領域で、女性の健康に関する基準やガ

イドラインが存在していた。女性一個人が、

人生のライフステージで、様々な分野の医

師と関わる中、統一した女性の健康支援研

修制度や専門医資格の検討が必要と思わ

れた。例えば、一般社団法人 日本女性医

学学会の「女性のヘルスケア研修会」を地

域保健・教育・産業等の分野にも広く周知

させ、「女性ヘルスケア専門医」研修項目

に準拠した知識をもつ広い分野の医師育

成や専門家育成の必要性が考えられた。 

一方、教育の分野では、2020年に東京オ

リンピックが開催されることから、女性ア

スリート支援のツールや支援者育成研修・

プログラムは充実していた。学校における

「保健・体育」からのアプローチでは保健

体育教員または養護教諭が、「家庭科」か

らのアプローチでは栄養教諭が、男女学生

に向けて学習指導要領で記載される女性

の健康の教育を行っているが、学習指導要

領に入らない内容や、妊娠成立以降のこと

については触れるのが難しい場合もあり、

学校側が産婦人科医や助産師などの外部

講師派遣を希望したり、企業が開発した教

材の活用を希望しているケースもあった

が、限られた一部で行われていることが明

らかになった。実際に、婦人科分野の女性

健康教育は、製薬会社・ヘルスケア関連企

業（オムロン ヘルスケア株式会社、花王

株式会社、株式会社ワコール、バイエル薬

品株式会社など）が、食育関係では、食品

メーカー（オハヨー乳業株式会社、ネスレ

日本株式会社など）が、教育教材開発と配

布、出張授業などを行っていて、それらを

活用している学校もある。特に、女性の健

康支援取組事例（No.18）の『かがやきス

クール』は、開始から4年となる2018年3月

時点で、授業実施高校が延べ98校、受講者

数が25,875人（女子16,294人、男子9,581
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人）に達していることから、そのニーズが

大きいことが明らかである６）。また、教育

現場では、男女ともに女性の生涯における

健康を学ぶ機会が欲しいとの声もある。

『かがやきスクール』では男女ともに学ぶ

プログラムに構成されていることが、出張

要望の多い理由の一つであると考えられ

る。教育分野は、「多様性を考慮しつつ性

別にかかわらず全ての学生が一緒に学べ

ること」「専門家の連携」が重要なポイン

トであることが明らかとなった。望まない

妊娠や性感染症への罹患等、性、拒食症・

過食症に関することの研修の実施や講師

派遣、それぞれの年齢に適したカリキュラ

ムを男女ともに提供する環境の構築が必

要であると考えられる。それを実現するに

は、国連機関においてまとめられ2018年に

改訂された「International technical g

uidance on sexuality education」７）を

活用しつつ、女性の健康を支援する立場に

ある専門職の育成に広く活用する教本の

作成と教職員向けの研修の必要性が考え

られる。若い時期から、女性の健康につい

て性別にかかわらず学べる取組の必要性

については、令和元年度「International

 technical guidance on sexuality educ

ation」をとりいれた国際標準のテキスト・

研修の必要性について検討したい。また、

大学生への健康教育や健康管理の充実も

好事例を例に一般化する必要がある。 

地域保健・産業の分野での課題は共通し

ており、思春期以降の女性の健康支援は、

妊娠・産後・子育て支援、およびメタボ対

策が主流である。近年、妊娠届を出した時

に保健師や産業医と繋がる仕組みや、不妊

治療・がん両立支援の環境は充実しつつあ

る。一方で、妊娠前や妊娠に関連しない女

性においては医療、予防・健康教育へのタ

ッチポイントが希薄であり、この年代やこ

の状況の女性の健康に関する予防・健康教

育をどうするかを考える必要がある。 

医療の現場以外の女性のタッチポイン

トで、婦人科科検診などのヘルスチェック

を受けることのメリット・大切さを、女性

誰一人取り残さないように伝えていく必

要があると考えられた。その観点から考え

ると、「女性ヘルスケア専門医」研修項目

に準拠した知識をもつ幅広い人材の育成

と同時に、IOT（Internet of Things：モ

ノのインターネット）を活用した確かな女

性の健康情報の発信が必要で、それぞれの

女性のライフステージ・年齢・生活スタイ

ル・立場・ヘルスリテラシーレベルに応じ

た女性の健康支援情報の仕組みの検討、I

OTを活用して医療分野・専門家である支援

者と健康支援を受ける対象者が繋がり、よ

り早い時期から横断的・予防医学的に女性

の健康を包括的に教育するガイドライン

とプラットフォームの構築が求められる。

その実現には、医療・地域保健・教育・産

業分野といった領域を超えた連携や女性

の健康の包括的支援共通ガイドラインや

世代をこえた男女向けのテキストが必要

と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

以上より、女性の健康を支援する立場に

ある地域保健、医療、教育、産業など、領

域を超えた女性の健康の包括的支援共通

ガイドラインは現在なく、領域を超えた連

携や共通ガイドラインが必要であること

が明らかになった。また思春期以降、更年

期未満を対象とした女性健康支援のテキ

ストについては、専門家監修のもと男女向

けに国際基準で開発する重要性が示唆さ

れた。 
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表１ 本研究における5つの女性の健康支援分野の定義 

健康支援分野 定義 

地域保健 地域住民の健康の保持および増進を目的に、地方自治体・市町村が

関わっている疾病予防サービス 

医療 医療機関で行う全ての業務 

教育 心身ともに健康な国民の育成を目的に、学校（小、中、高校、大学）

で行われる教育 

産業 社会的な分業として行われる財貨及びサービスの生産又は提供に係

るすべての経済活動を行う産業主体（企業、事業体、個人事業主等） 

その他 地域保健、医療、教育、産業に該当しない 
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表 2 女性の健康支援の提供場所とその取組の実態、ガイドライン等についてのまとめ  
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表 3 女性の健康支援に取り組んでいる各分野の中核となる団体（学会など） 

分野 実態把握

女性の健康支援に
関わるガイドライン・
手引書・プログラム

有無

女性の健康支援に関わるガ
イドライン・プログラムの詳細

備考

産婦人科
○女性の包括的支援の実現には領
域を超えた連携が必要と思われた。

プライマリケア

○「女性/妊婦/お母さんに優しい医師
/医療機関になるためのジェネラリスト
の手はじめ12ヵ条」2018年10月版が
発表され、できるだけ多くの女性/妊
婦/お母さんに優しい医師/医療機関
が増える活動仲間を増やすことを目
的に一般社団法人　日本プライマリ・
ケア連合学会 (JPCA)女性医療・保険
委員会(チーム・PCOG)が活動をして
いるが、この取り組みには興味のある
方のみが参加しているので、学会内
でどうしていくかなど、今後の課題

女性外来

公立学校（小・中・
高）

私立学校（小・中・
高）

国立大学

・国立８６校　健康センターが設置基準であり、最低４人スタッフ、医師、看護師、臨床心理
士で運営している。多くの国立大学は、無料の診療所と相談室を持っている。
・学校保健安全法で健康診断は必須事項であり、検診相談が中心となり、健康教育を行っ
ている大学は少ない。
・国立大学の健康管理センターはバライティーとんでいる。
・公立大学には、健康管理センターの設置基準は該当しないので、保健室で対応していると
ころが多いのが現状である。

○厚生労働科学研究費補助金　政策
科学総合研究事業若い男女の結婚・
妊娠時期計画支援に関するプロモー
ションプログラム教材が活用されてい
る。

私立大学
・公益社団法人全国大学保健管理協会が主体となり、定期集会を実施している。フィジカル
とメンタルフォーラムもあり、学習と情報＆ツール共有の場はある。

○助産師が健康管理センター職員で
ある女子大学に、月の２回の婦人科
相談と女性の体を学ぶセミナーを行っ
ているところある。

思春期・女
性のこころ
の健康支援

思春期・こころ

・思春期では、拒食・過食、不登校、ひきこもりが多い。摂食障害になると、一生かかるた
め、予防が重要。女の子だけではなく、男の子も視野に入れた健康教育が必要だが、プロ
グラムはない。食行動異常や鬱・自殺予防プログラムが必要である。
・性教育と疾病予防を含めた、ライフコースヘルスケア教育が必要である。
・子どもの権利条約「子どもの権利委員会」第4・5回統合定期報告書で2019年３月に思春
期の子どものセクシャルヘルス/リプロダクティヘルスおよび精神保健を懸念材料と指摘さ
れ改善勧告を受けている。

●

○家族計画協会「思春期保健セミ
ナー」（思春期保健相談士の認定）
○日本学校保健会「研修」
○文部科学省「研修」
○教育委員会「研修」
○日本医師会「研修」
○日本産婦人科医会「性教育指導
セミナー」

○某大学では、２０１７年から学長の
意見で「学生生活概論１５コマ」スター
ト→これを受けると「プラスピアサポー
ター」になれる
○大学生では拒食症も多いため、某
大学にて、アメリカのスタイ先生考案
「痩せ・食行動異常予防プログラム」を
平成３１年度実施予定。

学校栄養・食育 ● ○幼児期から成人までの栄養教育
は、給食教育、家庭科、総合教育で行
われるが、母親の知識が低いことが
問題で、母親のリテラシーをあげるこ
とが課題である。

地域栄養・食育 ● ○男女の栄養及び食育指導という幅
の広い教育指針と目標の下、スマート
ミールなど、新しい取り組みもスタート
している。

看護師・保
健師がかか
わる女性の
健康支援

地域保健 ・市町村で実施されている健康講座の内容は、いのちの教育、思春期の健康講座、妊娠・
出産、乳がん・子宮頸がん検診受診啓発および骨粗鬆症予防などの従来より市町村で実
施されている内容のものが多い。
・それぞれのライフステージで起こる可能性のある疾病予防の対策は行われているが、子
宮内膜症や子宮筋腫など、近年の晩婚化・晩産化に伴い増加している婦人科系疾患につ
いての健康教育があまり実施されていない。
・今後は、生涯にわたる女性の健康支援という視点からの健康教育が行われることが望ま
れると、報告されている。
・女性に特化した健康づくりという事業の組み立てはほとんどないため、女性の健康につい
て、同じ自治体であってもすべてを網羅的に把握している部署はなく、それぞれの部署がそ
れぞれ実施しているとの報告もある。
（厚生労働科学研究費補助金「女性の健康の包括的支援政策研究事業」女性の健康の社
会経済学的影響に関する研究（代表研究者　飯島佐知子Ｈ２９－００２）学会発表資料より
引用）

● ・ 厚生労働省「子育て世代包括支
援センター業務ガイドライン」
・厚生労働省「健康日本２１」 
・厚生労働省「女性健康支援セン
ター事業」

助産師がか
かわる女性
の健康支援

・母親学級、母乳指導、うつ予防など、妊娠期・子育て期はプログラムが充実している。
・性教育や生涯健康教育を学んだ助産師が存在するが、地域との連携ができていないこと
がある。

● ・ 厚生労働省「子育て世代包括支
援センター業務ガイドライン」 
・日本助産師会「思春期指導実践
マニュアル」

・国立大学保健管理施設協議会
（86校のみ加入）「大学生の健康ナ
ビ（2017）　（日本語版/英語版）」
「キャンパスでの感染症ハンドブッ
ク（日本語版/英語版）」
・若い男女の結婚・妊娠時期計画
支援に関するプロモーションプログ
ラム教材（厚生労働科学研究費補
助金　政策科学総合研究事業成
果）

栄養学の観
点からの女
性の健康支
援

・平成17年6月10日、第162回国会で食育基本法が成立し、 同年7月15日から食育基本法
に基づいた教育が実施された。
・小学校は給食教育、家庭科、総合教育で実施する。
・中学校以降の食育は、家庭科。養護教諭や保健体育教諭でやる場合がある。
・現在の子どもの親世代は知識がないので、保護者への教育実施も課題。
・痩せを少なくする、肥満をなくすも必要だが、情報を読み取るだけではなく、整えて、自炊・
調理まで力をつけないと継続は出来ない。カロリーをとる目的ならお菓子でもよくなってしま
う。食事を整え、しっかり栄養をとる大切さを伝える教育が必要である。
・公益財団法人日本栄養士会は、食に関する指導を行うことを目指し、栄養教諭・学校栄養
職員としての専門性を日々研鑽し、今後の学校給食の発展および国民の栄養・健康に資す
る研修会「平成30年度 学校健康教育事業部全国研修会」を毎年実施している。

・農林水産省「食育基本法」
・厚生労働省「日本人の食事摂取
基準」「食事バランスガイド」
・文部科学省「学習指導要領」
・スマートミール

小児・学校
保健の観点
からの女性
の健康支援

・学校保健会や教育委員会を拠点に、健康教育ツール提供や指導者養成が行われてい
る。
・学習指導要領をもとに、学校教育で実施できるのは、妊娠成立まで。実施内容には地域と
教員のレベルによる差がある。専門家講師で実施する健康教育は、あまり行われていな
い。
・第3期教育振興基本計画（概要）ｐ68　健康の保持・増進に資する生涯学習の推進が書か
れているが、その詳細についてはない。
・子どもの権利条約「子どもの権利委員会」第4・5回統合定期報告書で2019年３月に思春
期の子どものセクシャルヘルス/リプロダクティヘルスおよび精神保健を懸念材料と指摘さ
れ改善勧告を受けている。

●

・文部科学省「学習指導要領」
・英語版：ユネスコ「International 
technical guidance
on sexuality education」

●

女性の健康支援の提供場所とその取組の実態把握、ガイドライン等についてのまとめ (1)

女性ホルモ
ンを中心とし
た女性の健
康支援

・女性の健康啓発を目的に医療発の人材教育を行っており、健康支援者は産婦人科医を
中心に、助産師、保健師、看護師などメディカルスタッフを含む。
・日本女性医学学会は、医師を対象に、「女性ヘルスケア専門医」「女性ヘルスケア指導
医」、メディカルスタッフを対象に「一般社団法人日本女性医学学会専門資格」を発行してい
る。医療の中心的な専門分野は、産婦人科、内分泌代謝内科である。2019年9月から「女
性のヘルスケア研修会」として一般社団法人 日本女性医学学会主催で、対象者を産婦人
科医以外に広げ、開始予定である。l 
・今後の課題として、婦人科疾患率や婦人科系癌の減少させるために、かかりつけ婦人科
医制度が必要であると考える。
・日本医師会が性教育セミアーを実施している
・プライマリケア連合学会ではプログラムはあるが、未だ発展途上で、日本産婦人科学会と
の連携も必要と思われる。
・女性外来分野は、日本女性医療ネットワークが教育を行っているが数が少ない。
・日本産婦人科医会の性教育の講師派遣は行われているが一部と思われる。

●

・日本産婦人科学会「女性のヘル
スケアアドバイザー養成プログラム
・日本女性医学学会「女性ヘルス
ケア専門医」テキスト
１）女性医学ガイドブック－思春期・
性成熟期編－2016年度版
２）女性医学ガイドブック－更年期
医療編－2014年度版
３）女性の動脈硬化性疾患発症予
防のための管理指針　2018年度版
４）骨粗鬆症の. 予防と治療ガイド
ライン
５）HRT ガイドライン 2017 年度版
６）OC・LEPガイドライン 2015年度
版

７）「女性アスリートのヘルスケアに
関する管理指針」2017年版

・日本プライマリ・ケア連合学会女
性医療・保険委員会「ウイメンズヘ
ルスケア　女性診療プログラム」、
「プライマリ・ケア　ウィメンズヘルス
の基本」
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地域保健 ・女性の健康相談事業については、ほとんどの自治体が女性に限定せず、広く住民に対し
健康相談として実施。
・健康講座については、命の教育、赤ちゃんふれあい体験、思春期の心と身体、乳がん、子
宮頸がん検診、更年期の心と身体、妊娠・出産・育児中の女性向けの講座、DV、デート
DV、女性の健康が多かった。パンフレット類の配布については、乳がん、子宮頸がん検診
についてのものが多い。
・女性の健康に関するHP上の情報提供では、乳がん・子宮頸がん検診受診促進や、女性
の健康週間についての周知を行っている自治体が多い。
・女性の健康について、同じ自治体であってもすべてを網羅的に把握している部署はなく、
それぞれの部署がそれぞれ実施している。
（厚生労働科学研究費補助金「女性の健康の包括的支援政策研究事業」女性の健康の社
会経済学的影響に関する研究（代表研究者　飯島佐知子Ｈ２９－００２）学会発表資料より
引用）
・DV 相談：女性のための相談事業と心の健康相談事業などに、自治体では窓口があると
ころが多い。

● ・厚生労働省「健康日本２１」
・ 厚生労働省「子育て世代包括支
援センター業務ガイドライン」
・母子衛生研究会が作成・市販「女
性のための健康」
・厚生労働省「女性健康支援セン
ター事業」

○厚生労働省「女性健康支援セン
ター事業」思春期から更年期に至る女
性を対象とし、身体的・精神的な悩み
に関する相談指導や、相談指導を行
う相談員の研修を実施。

身体活動の
観点からの
地域におけ
る女性の健
康支援

身体活動 ・身体活動（＝生活活動※１ ＋運動※２）全体に着目することの重要性から、「運動基準」
から「身体活動基準」に名称を改められ、身体活動量の増加でリスクを低減できるものとし
て、従来の糖尿病・循環器疾患等に加え、がんやロコモティブシンドローム・認知症が
　含まれることを明確化（システマティックレビューの対象疾患に追加）されているが、女性
ホルモン変動に応じた女性の身体活動指針はない。
・身体活動を推進するための社会環境整備を重視し、まちづくりや職場づくりにおける保健
事業の活用例を紹介している。

● ・厚生労働省「健康づくりのための
身体活動基準2013」
・厚生労働省「健康づくりのための
身体活動指針（ アクティブガイド）」
・厚生労働省「健康日本２１」

○保健指導で運動指導を安全に推進
するために具体的な判断・対応の手
順を示されており、こどもから高齢者
までの基準を検討し、科学的根拠の
あるものについて基準を設定されてい
る。

薬剤師の観
点からの女
性の健康支
援

薬局 ・かかりつけ薬局、ヘルスケア薬局が、女性の健康支援と教育を実施できる可能性はある
が、まだ広まっていない（現在、調査中）。

・厚生労働省「健康サポート薬局事
業」
・NPO法人HAPによる、健康サポー
ト薬局研修

就業 ・健康経営の質をさらに高めるためには、今後は女性の健康についても重要視されてきた。
・健康に対する取り組みは過去メタボ対策が中心であったか◌゙ 、日本の全従業員数のうち
約44%(2016年)をしめる女性の健康に対する取り組みを増やすことて◌゙ 、企業の更なる活性
化につながるとのことで、２018年の健康経営評価に「女性の健康支援の取り組み」につい
て記載する箇所が追加された。
・女性特有の月経随伴症状などによる労働損失は4,911億円と試算されている。健康経営
を通し◌゙ て女性の健康課題に対応し、女性か◌゙ 働きやすい社会環境の整備を進めること
が、生産性向上や 企業業績向上に結尾つくと考えられ、今後就業分野での取り組みが増
えると考えられる。
・働く女性の健康は、産業衛生の黎明期からの重要 課題の1つであり、2015 年に公表され
た国際連合の「持続可能な開発目標」では、働く女性の健康は 3つの目標に関係しており
(SDG3:すべての人に健康と福祉を、SDG5:ジェンダー平等を実現しよう、SDG8:働きか◌゙ い
も経済成長も)、国内およひ◌゙ 国際社会で優先順位の高い到達目標となっていることから、
日本衛生学会が働く女性の健康はどういう状況にあるのか、また働く女性の健康を確保す
るには何が必要かを、多面的な側面から検討しとりまとめているが、女性労働者の労働環
境と労働安全面に関する面からの検討が多く、産業医には周知されていない。

・日本産業衛生学会「提言　働く女
性の健康確保を支援するために」
・国際連合「持続可能な開発目標」

○健康経営ハンドブック2018（経済産
業省）はあるが、女性のライフステー
ジで起こる可能性のある疾病予防の
対策は行われているが、子宮内膜症
や子宮筋腫など、近年の晩婚化・晩
産化に伴い増加している婦人科系疾
患についての健康については記載さ
れていない。

外食産業

中食産業

ヘルスケア産業

フィットネス産業

女性健康ウエブサ
イト

○「女性の健康推進室 ヘルスケアラ
ボ」厚生労働省研究班監修は質の高
いウエブサイトとの声があり、産婦人
科医が監修していたり、省庁のお墨付
きがあるページは必要であると思わ
れた。

女性健康アプリ

がん対策支
援・がん対
策団体

・検診の啓発を多なっている。 ・厚生労働省「がん対策基本法」

アスリート女
性における
健康支援

スポーツ活動 ・女性アスリート健康支援委員会が、女性アスリート、そして全ての女性のために、産婦人
科受診体制の構築と産婦人科疾患の啓発をしている。
・国立スポーツ科学研究センターに、女性アスリートのライフステージとセカンドライフを考慮
した生涯健康を支援する啓発素材や教育プログラムがあるが、一般部活動の現場へは広
まっていない。
・ガイドラインがあっても、審美系スポーツの意識は、変わっていなく独自のガイドラインを持
つ。

● ・スポーツ庁委託事業「女性アス
リートの育成・支援プロジェクト　女
性アスリートの戦略的強化に向け
た調査研究」東大産婦人科チーム
作成の女性アスリート健康教育プ
ログラム
・日本産婦人科学会「女性アスリー
トのヘルスケアに関する管理指針」
・スポーツ庁「運動部活動の在り方
に関する総合的なガイドライン」

マスメディア
の立場から
の女性の健
康支援

新聞・雑誌・書籍 ・特に基準はないが、SDGsに取り組む企業が、SDGsの目標達成に貢献する形での、女性
の健康の情報発信をし始めてきている。

・国際連合「持続可能な開発目標」

女性の健康支援の提供場所とその取組の実態把握、ガイドライン等についてのまとめ (続き)

企業におけ
る女性の健
康支援

2018年スマートミールの基準が設定された。スマートミールは，厚生労働省の「生活習慣病
予防その他の健康増進を目的として提供する食事の目安」（平成 27 年９月）や日本人の食
事摂取基準（2015年版）等を基本とし，さらに給食会社4社の実際のヘルシーメニューの献
立分析を行って決定した基準で、今後認証制度を実施・展開していく。

● ・日本栄養改善学会「スマートミー
ル（「健康な食事・食環境」認証基
準）」

・一部の企業（オムロンヘルスケア、花王、バイエル、ロート製薬など）は実施しているが、
女性のライフステージで起こる可能性のある疾病予防と養育のプログラムやサービス提
供、子宮内膜症や子宮筋腫など、近年の晩婚化・晩産化に伴い増加している婦人科系疾
患についての啓発があまり実施されていない。
・民間がオリジナルのガイドラインを作成しサービスを提供しているが、その内容は不明な
ため、今後整備が必要である。

・女性特有の月経随伴症状などに悩む女性は多いが、婦人科受診のハードルは高く、未受
診女性が多い中、多くの女性は健康情報をウエブから入手していることが今回の調査明ら
かとなった。日本人女性のヘルスリテラシーは低いことから、閲覧するページは個人の采配
に依存しているため、女性健康情報ページの認定制度等が必要と思われる。
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表4 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/テ

キスト/ガイドライン等の取組（34事例） No.1―4 
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表5 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/

テキスト/ガイドライン等の取組（34事例） No.5―7 
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表6 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/

テキスト/ガイドライン等の取組（34事例） No.8―10 
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表7 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/

テキスト/ガイドライン等の取組（34事例） No.11―14 
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表8 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/

テキスト/ガイドライン等の取組（33事例） No.15―18 
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表9 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム/

テキスト/ガイドライン等の取組（33事例） No.18―22 
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表10 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システ

ム/テキスト/ガイドライン等の取組（34事例） No.23―26 
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表11 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム

/テキスト/ガイドライン等の取組（33事例） No.27-30 
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表12 地域保健・医療・教育機関・産業分野別の女性の健康教育/支援者研修/システム

/テキスト/ガイドライン等の取組（33事例） No.31―34 
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(資料) 
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厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援政策研究事業） 

 分担研究報告書 
 

学校教育（保健分野）における女性の健康支援に関連する教育内容の現状と課題 
 

研究分担者 井ノ口 美香子 慶應義塾大学保健管理センター 准教授 

 
 

研究要旨  

本分担研究においては、小児・学校保健分野における女性の健康支援充実を目的としている。１年目の本

年度は、そのための最も基本的かつ重要な鍵を握る学校教育、特に保健分野の教育内容の現状を整理し、

課題を見出す基礎的な検討を行った。文部科学省による小学校、中学校、高等学校における学習指導要領

解説（体育あるいは保健体育編）、及び本年度（2018年度）に出版されたすべての保健教科書（7社17種）

の内容に関して、女性の健康支援に関連する内容が、各学校、各学年、すなわち子どもの各成長段階にお

いて、どのように扱われているかについて整理、検討した。さらに、本年度の日本学校保健学会の学術集

会の内容から、実際の学校の保健教育現場における最近の話題、すなわち問題点あるいは今後の課題とし

て認識されている事柄について調査、検討した。その結果、学校の保健教育においては、女性の健康支援

に関連する内容の教育についても、子どもの各成長段階に合わせて、様々な内容の項目が段階的にていね

いに行われていたことが示唆された。しかし、保健教育全体に割り当てられる授業時間数の限界や、保健

教育全体として扱う内容の多様性などから、我々の考える女性の生涯にわたる健康支援という観点からは、

必ずしも十分とは言えない部分もあった。また、新学習指導要領においても、その傾向が大きく変わる可

能性は低いと予想した。また一方で、これらの学習指導要領あるいは教科書に記載されている内容が、実

際の子どもたちに理解されているのか、あるいは生きた知識として定着されているのかが懸念される現状

も見出された。 
 

研究協力者  

德村光昭 慶應義塾大学保健管理センター 教授 

當仲 香  慶應義塾大学保健管理センター 保健

師  

 

Ａ．研究目的        

女性の健康は、生涯を通じて身体的・精神的に女

性ホルモン動態に大きな影響を受けており、女性

ホルモン動態の変化は小学生から高校生に至る思

春期に始まる。女性としての生涯の健康保持・増

進を図るためには、思春期年齢から正しい知識を

得られる教育環境作りが必要である。 

そこで、本研究では、小児・学校保健分野におけ

る健康支援の充実のため、最も基本的かつ重要な

鍵を握る学校教育、中でも保健分野において、我々

の考える女性の生涯にわたる健康支援と関連する

内容が、各成長段階においてどのように扱われて

いるのかについて整理、検討することを第1の目的

とした。さらに、この女性の健康支援と関連する

内容に関して、限られた情報源（学術集会の内容）

ではあるが、実際の学校の保健教育現場における

最近の話題、すなわち問題点あるいは今後の課題

として認識されている事柄を調査、検討すること

を第2の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１. 女性の健康支援に関連する教育内容の検討 

文部科学省による小学校、中学校、高等学校にお

ける学習指導要領解説（体育あるいは保健体育）、

及び一般社団法人教科書協会発行の平成30 年度
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使用教科書定価表

（http://www.textbook.or.jp/textbook/data/h3

0textbook-price.pdf）に記載されている保健分野

のすべての教科書（小学校：5社10種、中学校：4

社4種、高等学校：2社3種、全学校計7社17種）に

関して、女性の健康支援に関連する内容を確認し

た。すなわち、女性の健康支援に関連する内容が、

各学校、各学年、すなわち子どもの各成長段階に

おいて、どのように扱われているかについて整理、

検討した。 

なお、学習指導要領解説については、現在使用さ

れている旧版と2020年度以降順次全面実施される

新版の両方を確認した（旧版、新版の詳細に関し

ては研究結果２で言及する）。 

 

２．学校の保健教育現場における最近の話題 

実際の学校における保健教育現場における最近の

話題を把握するため、日本学校保健学会第65回学

術大会（2018年11月30日～12月2日J:COMホルトホ

ール大分）に参加、シンポジウムや一般発表に関

して議論される内容に関して、特に女性の健康支

援と関連する課題をテーマにした内容を中心に調

査、検討した。 

 

なお、上記１．２に当たっては、従来の資料の分

析、及び学術集会参加による調査のみであるため、

倫理面の問題はなく、したがって特別な配慮も不

要と判断した。 

 

 

Ｃ．研究結果                          

１.女性の健康支援に関わる教育内容の検討 

1)保健分野の授業時数の規程 

学習指導要領解説によれば、学校教育における保

健分野に配当する授業時数について、小・中学校

では、「小学校では第3-4学年の2学年間で8単位時

間程度、第5-6学年の2学年間で16単位時間程度、

中学校では3学年を通じ48単位時間程度、ともに効

果的な学習が行われるよう適切な時期にある程度

まとまった時間を配当すること」とされている。

高等学校では、「原則として第1-2学年の2か年に

わたって履修させるものとし、標準単位数は2単位

とする」とされている。 

 

2)小学校・中学校・高等学校の保健分野の学習内

容 

小学校・中学校・高等学校の保健あるいは保健体

育の学習指導要領解説の内容をもとに、各学校で

教育されるべき内容をＡ-Ｅの5つに大きく分類し、

各学校レベルで対応させて整理、比較検討した

（表）。なお、大項目には標準的に扱われるべき

各校の学年も[  ]内に記した。 

この表から、小学校・中学校・高等学校の各学校

レベルでそれぞれにつながりのある様々な内容が、

子どもの各成長段階に合わせてていねいに教育さ

れていることが理解できる。その中で女性の健康

支援に関連する内容としては、Ⅰ.広義の性教育と

関連する事項として、①性教育：分類Ｂ.成長・成

熟<小学校2-ｲ、中学校1-ｲ、高等学校2-ｱ>→表中★

Ⅰ①、及び②感染症（性感染症を含む）の予防：

分類Ｅ．健康保持・疾病予防<小学校5-ｲ、中学校

4-ｴ、高等学校1-ｲ（感染症とその予防）>→表中★

Ⅰ②が挙げられる。また、関連事項として喫煙・

飲酒に関する内容：分類Ｅ．健康保持・疾病予防<

小学校5-ｴ、中学校4-ｳ、高等学校1-ｲ（喫煙・飲酒

と健康）>→表中☆Ⅰも挙げられる。さらにⅡ.生

活習慣と関連する事項、すなわち①食生活の重要

性（やせの予防を含む）、②がん教育に関連する

内容として、分類Ｅ.健康保持・疾病予防<小学校

1-ｲ・2-ｳ・5-ｳ、中学校4-ｲ、高等学校1-ｲ（生活習

慣病と日常行動）>→表中★Ⅱ①②が挙げられる。 

なお、Ⅱの①食生活の重要性（やせの予防を含む）

の内容は小学校5-6年、中学校、高等学校の家庭分

野でも取り上げられる内容である。 

 

3)具体的な学習内容 
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上記2)で挙げた女性の健康支援に関連する内容Ⅰ、

Ⅱに対応する各教科書の記載を確認した結果、す

なわち、a)小学校、b)中学校、c)高等学校それぞ

れの段階で取り上げられる具体的な学習内容を以

下にまとめる。 

 

Ⅰ．広義の性教育に関連する事項 

① 性教育：分類Ｂ.成長・成熟 <小学校2-ｲ、中学校

1-ｲ、高等学校2-ｱ> 

a)小学校 

2-ｲ.思春期の体の変化[4年] 

「男女の体つきの違い、思春期に起きる体の変化

の違い、初経（月経）、精通、変声」、さらに「思

春期に伴う心の変化（異性に対する関心など）」

について取り上げられる（4-6頁相当）。月経や射

精は新しい命を生み出す準備として表現され、卵

子・精子が新しい命の元になることを学習する内

容になっている。また思春期の経過については、

個人差があることが強調される一方、大人の体に

近づいていく誰にでも起きる現象として記載され

ている。 

b)中学校 

1-ｲ.生殖にかかわる機能の成熟[1年] 

「性ホルモンの働きと生殖器の発育、精子の生成

と精液、射精（精通）、卵子の成熟と排卵、月経、

受精、妊娠」について取り上げられ、同時に性成

熟の個人差も強調されている（4頁相当）。なお、

中学校学習指導要領では「受精・妊娠を取り扱い

妊娠の経過は取り扱わない」とされているが、簡

単な胎児の写真などにより妊娠の経過のイメージ

を理解できるように解説されている教科書が多い。

また妊娠中の喫煙・飲酒による胎児への害につい

ては、発展的な内容あるいは喫煙・飲酒の項目（☆

Ⅰ）の内容として短い記載で触れられる教科書が

多く、特に喫煙による害はすべての教科書で記載

されている。さらに、生殖機能の成熟に伴うもの

として「性衝動、異性への関心の高まり」、「異

性の尊重、性に関する情報への適切な対処・行動

選択（性被害・犯罪の防止）」なども取り上げら

れる（2頁相当）。 

c)高等学校 

2-ｱ.生涯の各段階における健康[1-2年] 

大きく3つ（思春期、結婚生活、加齢）の内容に分

けられる。小・中学校との違いとしては、高等学

校では生殖機能については必要に応じて関連づけ

て扱う程度とされ、一方、性の問題に関しては責

任感を涵養することや異性を尊重する態度が必要

であること、また性に関する情報などへ適切に対

処することなどについて、より重要視されている

ことである。 

・思春期と健康 

「女性の思春期（排卵、性周期、基礎体温）、男

性の思春期（射精など）、思春期の心の成長（心

の不安定性など）」（2頁相当）、及び「性意識の

変化・男女差、異性の尊重（セクシャルハラスメ

ントなど）、性情報・性行動の選択、責任ある行

動（望まない妊娠・性感染症など）」（2頁相当）

について取り上げられる。 

・結婚生活と健康 

「心身の発達と結婚生活、良好な人間関係、家族

の健康」（2頁相当）に始まり、「受精・妊娠・出

産（排卵から着床まで、妊娠初期の胎児の各器官

の形成、出産と母体の回復）、母子保健サービス

（母子健康手帳、健康診査、両親学級）の利用」

（2頁相当）、さらには「家族計画、避妊（コンド

ーム、低用量ピル）、人工妊娠中絶」（2-4頁相当）

が取り上げられる。その他、「妊娠あるいは妊娠

の可能性のある時期における注意（母体の心身の

健康状態による胎児の健康への影響、喫煙・飲酒

などの回避、栄養バランスのとれた食事、適切な

運動、休養に対する十分な配慮、エックス線検査・

医薬品服用への注意）」、「妊娠中・出産後の諸

問題（つわり、妊娠高血圧症候群、マタニティー

ブルー）、定期的な健康診査の必要性」、さらに

は「不妊の問題（自然死産率や母体・胎児の異常

の発生率が低い母体年齢、不妊治療（人工授精・
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体外受精など）」についても触れられているが、

これら各内容の有無あるいは取り上げ方について

は、各教科書により異なる。なお、妊娠中の喫煙・

飲酒による胎児への害については、喫煙・飲酒の

項目（☆Ⅰ）の内容として短い記載ではあるがす

べての教科書において触れられている。 

・加齢と健康 

「加齢に伴う心身の変化、中高年期の健康のため

の若年期からの適切な生活習慣、定期的な健康診

断など自己管理の必要性」などが取り上げられる

(2頁相当)。その中で、加齢に伴う骨粗鬆症につい

て取り上げている教科書はあるが、女性に特化し

た閉経や更年期障害の問題については触れられて

いない。 

 

② 感染症（性感染症を含む）の予防: 分類Ｅ．健康

保持・疾病予防 <小学校5-ｲ、中学校4-ｴ、高等学

校1-ｲ（感染症とその予防）> 

a) 小学校 

3-ｲ.病原体がもとになって起こる病気の予防[6

年] 

「病原体がもとになって起こる病気（インフルエ

ンザ・結核・麻疹・風疹など）と予防法（病原体

の発生や感染経路などへの対処、予防接種、調和

のとれた食事、適切な運動、休養/睡眠により体の

抵抗力を高めること）」について取り上げられる

(4頁相当)。その中でやや発展的な内容としてエイ

ズが取り上げられる。但し、性感染症としての取

り扱いではなく、ウイルス感染を原因とする免疫

力低下を主とする疾患で血液が傷口などから入る

ことによる疾患として説明されており、むしろ日

常生活（握手やプールなど）では感染しないこと

が強調されている。 

b)中学校 

4-ｴ.感染症の予防[3年] 

「感染症の例と特徴（結核・コレラ・ノロウィル

ス・麻疹・風疹・インフルエンザなど）、感染経

路、病原体（細菌・ウイルスなど）と自然・社会

環境、主体の抵抗力と栄養状態などとの関係、感

染症の予防法（消毒・殺菌、感染経路の遮断、栄

養状態、予防接種による身体の抵抗力を高めるこ

と）」について取り上げられる（4-6頁相当）。近

年話題になっている（妊婦に対する）風疹ワクチ

ンの重要性などについては特に触れられていない。 

また「性感染症・エイズの概念、感染経路、予防

法を身につける必要性と具体的予防法、早期受診」

について取り上げられる（4頁相当）。性感染症と

しては、性器クラミジア・淋菌・性器ヘルペスウ

イルス感染症・尖圭コンジローマ・梅毒などが紹

介され、性感染症の放置による不妊(男女共)、母

子感染のリスクなどについても触れられている。 

c)高等学校 

1-ｲ.健康の保持と疾病の予防[1-2年] 

・感染症とその予防 

現代の感染症として「新興感染症（エイズ・O-157

など）・再興感染症（結核・マラリアなど）の問

題、予防接種率の低下や自然環境の変化との関係、

はしかの流行など」を、主に社会問題としての観

点から取り上げている。感染症の予防に関しても、

個人と社会の両面の対策を学ぶ内容となっている

（2-4頁相当）。しかし、中学校同様（妊婦に対す

る）風疹ワクチンの重要性などについては特に触

れられていない。 

また「性感染症・エイズとその予防」に関しては、

おおむね中学校と同様の内容であるが、その予防

に関して個人と社会の両面の対策が述べられ（2頁

相当）、例えば、性感染症の放置が不妊や子宮外

妊娠の原因となりうることの記載などについても、

やはり中学校に比較して社会的観点の記載が中心

である。 

 

Ⅱ．生活習慣と関連する事項、 

① 食生活の重要性（やせの予防を含む）：分類Ｅ.

健康保持・疾病予防 <小学校1-ｲ・2-ｳ・5-ｳ、中

学校4-ｲ、高等学校1-ｲ（生活習慣病と日常行動）> 

a)小学校 
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1-ｲ.1日の生活の仕方[3年]・2-ｳ.体をよりよく発

育・発達させるための生活[4年]・5-ｳ.生活行動が

かかわって起こる病気の予防[6年] 

3年、4年時では主に「体の発育・発達に対する調

和のとれた食事、適切な運動、休養/睡眠の必要性」

が取り上げられる。3年時には「1日3食の規則正し

い食事や朝食の意義」（2-4頁相当）、4年時には

さらに「バランスの良い食事（栄養素の種類、た

んぱく質・カルシウム・ビタミンを多くふくむ食

品など）」（2-3頁相当）について取り上げられる。 

6年時には「栄養の偏り（糖・脂肪・塩分の過剰摂

取）、運動不足と心臓病・脳卒中などとの関係、

病気の予防のためのよい生活習慣」（2頁相当）な

どが取り上げられる。また、一部ではあるが発展

的な内容として「適正体重、やせすぎの健康への

悪影響」について触れている教科書もある。 

なお、小学校の家庭分野（5-6年）では「5大栄養

素とそれらの主な働き」、「バランスの良い食事

としての1食分の献立作り（主食・汁物・おかず）」

などが取り上げられる。 

b)中学校 

4-ｲ.生活行動・生活習慣と健康[3年] 

「規則正しい食生活、年齢や運動量に応じた十分

なエネルギー摂取、栄養バランス」について取り

上げられる（2-4頁相当）。やせの予防については、

一部、「必要なエネルギーがとれないと疲労、や

せの原因となること、特に若い女性のやせは貧血

や無月経の原因となり不妊症や骨粗鬆症につなが

る可能性があること」、また適正体重の維持との

関連で「標準体重、肥満度」、あるいは「自分の

体型のイメージ」に関する調査について触れられ

ている教科書もあるが、内容の取り上げ方はそれ

ぞれ異なる。他、思春期の生活に気をつけたいこ

ととして、「無理なダイエットへの注意」が他の

項目や口絵などの一部で短い記載として記載され

ているものもある。 

なお、中学校の家庭分野では、食に関する内容に

ついて詳細に取り上げられる。具体的には「食事

の役割（朝食の意義を含む）、健康に良い食習慣

（食生活指針など）、栄養素の種類と働き、中学

生に必要な栄養素（食事摂取基準など）、食品に

含まれる栄養素、摂取量の目安、バランスの良い

食事（献立作り）」などである。 

c)高等学校 

1-ｲ.健康の保持の増進と疾病（生活習慣病と日常

の生活の行動）[1-2年] 

「健康的な食生活の重要性と意義（食事の重要性、

栄養素の働き、食事のバランス、食生活指針など）」

について、おおむね中学校と同様の内容が取り上

げられる（2-4頁相当）。一部、「やせ、あるいは

食事制限（ダイエット）と無月経、不妊症、摂食

障害のリスク」に言及している教科書もある。ま

た一部、健康に関する意思決定や行動選択の項目

において「‘情報を収集し、思考、判断する’の

失敗例と成功例（ダイエットの場合）」というよ

うな扱い方をする教科書もある。情報の選び方の

重要性を解説するものだが、実際の授業における

ていねいな解説により不必要なダイエットに対し

ても正当化する誤解を与えない注意も必要である。 

なお、高等学校の家庭分野における枠組みはおお

むね中学校と同様であるが、より詳細かつ高度な

内容となっている。食生活の課題の中に一部、や

せに関する問題（ダイエット、貧血、不妊、骨粗

鬆症のリスク、低出生体重児の増加など）に関す

る記載もある。 

 

② がん教育：分類Ｅ.健康保持・疾病予防 <小学校5-

ｳ、中学校4-ｲ、高等学校1-ｲ（生活習慣病と日常行

動）> 

a)小学校 

5-ｳ.生活行動がかかわって起こる病気の予防[6

年] 

がんは、生活習慣病の１例として取り上げられる

（2頁相当）が、詳細な説明はほとんどない。一部、

発展的な内容として、「がんの予防（がんを防ぐ

ための新12か条など）、がんの原因や起こり方、
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がん検診など（乳がん、子宮頸がんの検診対象年

齢など）」について触れている教科書もある。 

b)中学校 

4-ｲ.生活行動・生活習慣と健康[3年] 

がんは、小学校と同様、生活習慣病の1例として取

り上げられる（2-4頁相当）。そのため、多くの字

数は割かれていないが、おおむね「がんとは何か」

という簡単な説明、「喫煙・飲酒あるいは食生活

（塩・脂肪分の過多、食物繊維不足など）との関

わり」について述べられている。一部、がんの予

防や、発展的な内容やトピックスの１つとして、

治療法、がん検診などの取り組みに触れている教

科書もある。なお、女性に特化した、乳がん・子

宮がんなどに関する特別な記載は見当たらない。 

c)高等学校 

1-ｲ.健康の保持の増進と疾病（生活習慣病と日常

の生活の行動）[1-2年] 

小・中学校と同様、生活習慣病の１例として取り

上げられる(2-4頁相当)が、喫煙・飲酒の項目で関

連して取り上げられる場合もある。おおむね中学

校と同様の扱いであるが、１冊のみ、がんの予防

という項目を別にたてて解説する教科書もある（2

頁相当）。「がんの発生、がん医療の現状（治療

など）、がんの予防、がん検診」に関して記載さ

れており、移動乳がん検診車の写真掲載などもあ

る。なお、中学校同様、女性に特化した、乳がん・

子宮がんなどに関する特別な記載は見当たらない。 

 

 

２．学校の保健教育現場における最近の話題 

今回の本学術集会のメインテーマは、「子どもの

生活認識に寄り添う保健教育と学校保健」であり、

保健教育という観点の議論も多くされていた。中

でも今回は「新学習指導要領」への切り替えが大

きなテーマとなっており、それと関連してがん教

育に関しても多く取り上げられていた。その他、

かなり幅広いテーマが取り上げられていたが、女

性の健康支援という観点からは、特に性教育に注

目した。性教育については従来、学校の保健教育

の大きなテーマの1つであるが、近年では性的マイ

ノリティーへの理解や対応も話題の1つとなって

おり、シンポジウムのテーマとしても取り上げら

れていた。 

 

1)新学習指導要領 

a)学習指導要領改訂の概要 

2017年3月（小学校・中学校）、及び2018年3月（高

等学校）の新学習指導要領（新版）がそれぞれ公

示された。急速なグローバル化や高度情報化が進

む現代社会の中で、より複雑化・多様化する健康

課題に適切に対処する資質・能力育成のため、保

健学習の一層の充実を図る必要があることが、そ

の理由とされている。それぞれの移行期間（小・

中学校：2018年度～、高等学校：2019年度～）を

経て、小学校では2020年度、中学校では2021年度、

高等学校では2022年度に全面実施の予定である。 

保健分野では、旧版（小学校・中学校：2008年、

高等学校：2009年公示）において、健康課題を発

見し主体的に課題解決に取り組む学習が不十分で

あったとの指摘から、新版では、社会の変化に伴

う新たな健康課題に対応した教育が必要とされて

いる。すなわち、身近な生活における健康・安全

についての基礎的・基本的な「知識・技能」、「思

考力・判断力・表現力など」、「学びに向かう力・

人間性など」の育成を重視する観点から、内容な

どの改善を図ること、その際，自己の健康の保持

増進や回復等に関する内容を明確化するとともに、

「技能」に関連して、心の健康、けがの防止の内

容の改善を図ること、さらに運動領域との一層の

関連を図った内容などについて改善を図ることが
示されている。 

 

b)新学習指導要領における学習内容 

今回、学習内容の全体的な構成に関しては、小学

校・中学校ではほとんど改訂されなかった、高等

学校では、従前の「現代社会と健康」、「生涯を



 
 

- 78 - 

通じる健康」、「社会生活と健康」の3項目を「現

代社会と健康」、「安全な社会生活」、「生涯を

通じる健康」、「健康を支える環境づくり」の4項

目の構成へと改訂された。 

今回の改訂で特筆すべきこととして、がんは中学

校、高等学校、歯周病は中学校、精神疾患は高等

学校において教育するということが、各新学習指

導要領に明確に示されたことである。また「健康

影響に対するリスクの概念」の内容の充実として、

新学習指導要領では「リスク」という用語が複数

の領域で示されるようになり、これにより感染症

や生活習慣病などの予防に関係してリスクの概念

を学習することができるとされている。また病気

からの「回復」についても示されるなどの大きな

変化もあり、今後はこれらについての授業づくり

や実践研究などが求められることとなった（「渉

外委員会企画シンポジウム：新学習指導要領にお

ける保健の改善をどう評価するか」の議論より）。 
 
2)がん教育の展開 

厚生労働省研究班や文部科学省、あるいは各自治

体教育委員会がすでに開発している、がん教育用

教材は、がんの発生、統計、予防、検診、治療、

緩和ケア、心のケアといった内容で構成されてい

る。すなわち、がん教育においては、一次予防か

ら三次予防までを包括的に扱うということを示し

ている。がん教育の導入により、健康の保持増進

や回復に関わる内容や、人々の健康を支える環境

づくりに関する内容に関する改善や充実も狙うも

のと考える。その一例として、小学校におけるが

ん教育において、子どもが母親にがん検診を勧め

たことがきっかけで、がんの早期発見、早期治療

ができ、退院後も元気に働くことができたという

ストーリーのアニメーション教材も紹介された。

この例では、女性特有のがん検診（乳がん、子宮

がん）の重要性も同時に示されており、今後の女

性の生涯にわたる健康支援の観点からも、がん教

育の充実は非常に重要と考える（「シンポジウム

3：学校におけるがん教育の課題と展望」の議論よ

り）。 

 

3)性教育に関する諸問題 

性教育の内容は、思春期、及び二次性徴に関わる

内容から、妊娠・出産に関わる内容に至るまで幅

広い。近年では性的マイノリティーへの理解など

も性教育の話題の1つとなっている。 

今回の学術集会における性教育に関する分野では、

大学生へのアンケート結果をもとにした研究成果

の報告がいくつか行われていた。例えば、いわゆ

る「性教育」(詳細な内容は問わず)を受けたこと

がないと回答した大学生が男女とも各約20％もい

ることが示された。特に私立学校では性教育がほ

とんど行われていない現状もあるのではないかと

の議論もあった（「一般発表（口演）：大学生の

性自認と性的マイノリティー（LGBT）の理解」の

議論より）。さらに、妊孕性・不妊に関する知識

に関するアンケート調査において、各質問に対す

る正答者は、妊孕性への影響要因に関しての年齢

や喫煙については7-9割だが、性感染症については

半数以下であり、また、妊娠のタイミングに関し

ては3割、原子卵胞の産生頻度に関しては5％にも

満たなかった。不妊症に関する項目の正答者は4-5

割であったなど、高校生までに学ぶ「性教育」の

偏りを示唆する結果であると考えた（「一般演題

（口演）：教育学部生の妊孕性・不妊に関する知

識の実態」の議論より）。 

一方、ネット社会など情報の多様化かつ過多が進

む現代社会において、性の問題に対してどのよう

に対応していくかを学ぶためのカードゲーム教材

に関する研究なども報告されていた。中・高校生

が敬遠しがちな性教育の授業でも、受容的かつ肯

定的な雰囲気の中で多様な意見交換を行い、活発

で相互作用のある対話的な学びを得ることができ

る工夫が示された。今後、このような学習方法の

工夫は、自分の力で考え解決できる力を養うとい

う観点からも重要な課題である（「一般演題（ポ
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スター）：性に関する対話的学びのためのカード

ゲーム教材「CROSS OPINION」の有効性の検討―生

徒と教師の発話に着目して―」の議論より）。 

その他、特別支援学校における性教育の必要性（性

の問題に関して、危険であることがわからない、

あるいはわからずに周囲への迷惑をかけてしまう

などの問題を含む）への認識があるにも関わらず、

実際の性教育の実施に関する難しさなどの理由か

ら実施率が低くなってしまう現状などが取り上げ

られていた（「一般発表（ポスター）：特別支援

学校の性教育の現状と課題について」「学術委員

会シンポジウム 健康・保健教育の改善とその評

価結果：知的障害特別支援学校におけるセクシュ

アリティ教育の実施状況とその基底要因の検討」

の議論より）。 

 

 

Ⅾ．考察 

我々は、小児・学校保健分野における女性の健康

支援充実を目的とし、今回、そのための最も基本

的かつ重要な鍵を握る学校教育、特に保健分野に

おいての教育内容の現状を整理し、課題を見出す

基礎的な検討を行った。 

小学校・中学校・高等学校における保健分野の教

育では、各成長段階に合わせて、様々な内容が色々

に工夫されて取り上げられていることが示唆され

た。小・中・高校においてのつながりも考慮され、

保健教育の中で継続的な学習ができるような配慮

もされていた。これらは、女性の健康支援に関す

る内容に関しても同様に行われていた。 

各出版社による教科書における個性は、ある事柄

に対する表現方法だけでなく、内容的な部分に関

しても、ある程度の幅で存在していた。特に発展

的な内容において、特に高等学校の教科書におい

て、それらの幅が大きいと感じた。 

女性の生涯にわたる健康支援の観点から重要性の

高い内容の中には、発展的な内容として取り上げ

られる事項も多く、そのため、一部の教科書でし

か取り上げられない事項もあった。例えば、近年

の若年女性のやせの問題、それと関連した低出生

体重児増加の話題、ダイエットのリスク、摂食障

害のリスクなどについては、やや不十分な印象が

あった。妊娠中のリスクとしての栄養状態（やせ）

の問題はもちろん、その他のリスク、たとえば喫

煙・飲酒によるリスク、風疹などの感染によるリ

スク(ワクチンの重要性)などについても、もう少

し積極的に取り上げられるべき内容であると考え

る。また、更年期などの内容もほとんどなく、女

性の生涯を見通した教育という意味では、今後補

われるべき内容と考える。 

このような女性の健康支援に関する内容は、いず

れも女性の生涯にとって重要な事柄であるが、実

際の保健分野全体で学ばなければならない内容は

実に幅広い。そのため、全体からすると、多くの

時間を割けないことも現実である。そして、新学

習指導要領においても、その傾向が大きく変わる

可能性は低いと予想する。教科時間の中における

効率的な教育ということだけでなく、それ以外の

方法（パンフレットの配布や講演会の実施など）

による教育支援の体制構築も検討する必要が示唆

された。 

また一方、実際の学校現場の問題としては、性教

育において、実際の子どもたちの理解が乏しい可

能性、あるいは子どもたちに生きた知識として定

着していない可能性を示唆する内容があった。す

なわち、大学生のアンケートにおいて性教育を受

けたことがないと感じている学生が一定数いるこ

と、妊孕性や不妊に関する知識が乏しい学生の割

合が多いことなどが挙げられる。前者に関しては、

実際の学校現場における保健教育の現状、あるい

は特に性教育に関して何らか困難を生じる現状が

存在する可能性などについても検討する必要があ

る。学習指導要領解説の中にも、これら性教育の

分野では「学校での共通理解、保護者の理解を得

ること」という文言が度々見られることからも、

さらなる検討の必要性を考える。後者に関しては、
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教育カリキュラム自体に妊孕性や不妊に関する内

容が十分に取り入れられていない可能性があった。

しかし、こうした妊孕性・不妊に関する知識は、

現代日本の女性にとって、最低限知っておく内容

の1つであると考える。高校生までの間にこうした

知識を得なければ、その後知識を得るチャンスが

ない場合も多いと考える。何らかの形で妊孕性・

不妊に関する正しい知識を身に着けるチャンス、

あるいは環境の整備が必要と考える。さらに中・

高校生にとってはこうした問題を自分の健康問題

として捉えることが難しい可能性もある。妊孕

性・不妊の問題にとどまらず、性教育に関しては、

自分自身のこととして捉えられる教育方法の模索

も必要になる。また、知的障害などのある特別支

援学校における教育についても、今後改めて考え

ていかなければならない問題と考える。 

がん教育に関しては、今回の学習指導要領の改訂

により、特に期待される部分である。がんは今で

は不治の病ではなく、予防や回復との観点から捉

えられる時代となった。女性特有のがんである乳

がんや子宮がん（子宮頸がん）は、成人でも比較

的若年から注意が必要であり、女性の生涯にわた

る健康支援の観点から、中・高校生の段階から検

診の必要性などを十分に理解しておくことが重要

であると考える。 

 

 

Ｅ．結論 

学校保健教育において、女性の健康支援に関する

内容については、小児・思春期の女性に対し、そ

の成長段階に合わせて様々な内容が教育されてい

た。しかし、授業時間数の限界や、保健教育全体

として扱う内容の多様性などから、我々の考える

女性の生涯にわたる健康支援という観点からは、

必ずしも十分とはいえない部分もあった。また、

それらの内容が実際の子どもたちに理解されてい

るのか、あるいは生きた知識として定着されてい

るのかが懸念される現状の報告もあり、今後、実

際の教育現場における教育状況の確認、及びそれ

を踏まえた上での、女性の生涯にわたる健康支援

につながる小児・思春期教育充実のための体制構

築が必要であると考える。 
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表．小学校・中学校・高等学校の保健分野の学習内容の対応と比較 

分
類 

小学校 中学校 高等学校 

大項目 小項目 学習内容 大項目 小項目 学習内容 大項目 小項目 学習内容 

Ａ 
 
環
境
衛
生 

1 .毎日
の 生 活
と 健 康
[3年] 

ｱ .健康
な 生 活
と わ た
し 

・主体の要因 
・周囲の環境の
要因 

2 .健康
と環境 
[2年] 
 

ｱ .身体
の 環 境
に 対 す
る 適 応
能力・至
適範囲 

・身体の適応能
力を超えた環
境の健康への
影響 
・快適で能率の
よい生活がで
きる環境の範
囲 

4.社会
生活と
健康 
[1-2年] 

ｱ.環境
と健康 

・環境の汚染と
健康 
・環境と健康に
かかわる対策 

ｳ .身の
回 り の
環境 

・明るさの調節 
・換気 

ｲ .飲料
水 や 空
気 の 衛
生 的 管
理 
 

・健康と飲料水
や空気と密接
な関わり 
・健康のための
基準に適合し
た飲料水や空
気の管理 

ｲ.環境
と食品
の保健 
 

・環境保健にか
かわる活動 
・食品保健にか
かわる活動 
・健康の保持増
進のための環
境と食品の保
健 ｳ .生活

に 伴 う
廃 棄 物
の 衛 生
的管理 

・生活によって
生じた廃棄物
の衛生的な処
理の必要性 

― ― ― ― 

ｳ.労働
と健康 

・労働災害と健
康 
・働く人の健康
の保持増進 

Ｂ 
 
成
長
・
成
熟 

2.育ち
ゆくか
らだと
わたし
[4年] 

ｱ.体の
発育・発
達 

・年齢に伴う変
化 
・体の変化の個
人差 

1.心身
の機能
の発達
と心の
健康 
[1年] 
 

ｱ.身体
機能の
発達 

・器官が発育し
機能が発達す
る時期 
・発育・発達の
個人差 

2.生涯
を通じ
る健康
[1-2年] 
 

ｱ.生涯
の各段
階にお
ける健
康  
★Ⅰ① 

・思春期と健康 
・結婚生活と健
康 
・加齢と健康 

ｲ.思春
期の体
の変化 
★Ⅰ① 

・男女の特徴 
初経，精通など 
・異性への関心 

ｲ.生殖
にかか
わる機
能の成
熟  
★Ⅰ① 

・内分泌の働き
による生殖に
かかわる機能
の成熟 
・成熟の変化に
伴う適切な行
動 

Ｃ 
 
精
神
衛
生 
 

3.心の
健康 
[5年] 

ｱ.心の
発達 

・年齢に伴う発
達 

1.心身
の機能
の発達
と心の
健康 
[1年] 

ｳ.精神
機能の
発達と
自己形
成 

・生活経験など
の影響を受け
て発達する精
神機能 
・自己の認識の
深まりと自己
形成 

1.現代
社会と
健康 
[1-2年] 

ｳ.精神
の健康 

・欲求と適応規
制 
 

ｲ.心と
体の相
互の影
響 

・心と体は互い
に影響し合う
こと 
 

ｴ.欲求
やスト
レスへ
の対処
と心の
健康 

・精神と身体の
相互影響 
欲求やストレ
スの心身への
影響 
・欲求やストレ
スへの適切な
対処 

・心身の相関 
・ストレスへの
対応 
・自己実現 
 
 
 
 

ｳ.不安
や悩み
への対
処 

・自分に合った
方法による対
処 
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Ｄ 
 
傷
害
防
止 

4.けが
の防止 
[5年] 

ｱ.交通
事故や
身の回
りの生
活の危
険が原
因とな
って起
こるけ
がとそ
の防止 

・けがの発生 
人の行動と環
境が関わるこ
と 
・周囲の危険に
気づいて、的確
な判断の下に
行動すること、
環境を整える
こと 

3.傷害
の防止 
[2年]  

ｱ.交通
事故や
自然災
害など
による
傷害の
発生要
因 

・人的要因や環
境要因などの
関わりによる
傷害の発生 
 

1.現代
社会と
健康 
[1-2年] 

ｴ.交通
安全 

・交通事故の現
状 
・交通社会で必
要な資質と責
任 
・安全な社会づ
くり 

ｲ.交通
事故な
どによ
る傷害
の防止 

・安全な行動、
環境の改善に
よる傷害の防
止 

ｳ.自然
災害に
よる傷
害の防
止 

・自然災害発生
による傷害と
二次災害によ
る傷害 
・自然災害への
備えと障害の
防止 

ｲ.けが
の手当 

・状況の速やか
な把握と処置、
近くの大人に
知らせること 
・傷口を清潔に
する、圧迫して
出欠を止める、
患部を冷やす
などの方法 

ｴ.応急
手当 

・応急手当によ
る傷害の悪化
防止 
・心肺蘇生等 

ｵ.応急
手当 

・応急手当の意
義 
・日常的な応急
手当 
・心肺蘇生法 

Ｅ 
 
健
康
保
持
・
疾
病
予
防 

5.病気
の予防
[6年] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｱ.病気
の起こ
り方 

・病原体、体の
抵抗力、生活行
動、環境など 

4.健康
な生活
と疾病
の予防
[3年] 

ｱ.健康
の成り
立ちと
疾病の
発生要
因 

・健康の成り立
ち 
・主体と環境の
要因のかかわ
りによって起
こる疾病 

1.現代
社会と
健康 
[1-2年] 

ｱ.健康
の考え
方 

・国民の健康水
準と疾病構造
の変化 
・健康の考え方
と成り立ち 
・健康に関する
意志決定や行
動選択 
・健康に関する
環境づくり 

ｲ.病原
体がも
とにな
って起
こる病
気の予
防 
★Ⅰ② 

・病原体が体に
入るのを防ぐ
こと 
・体の抵抗力を
高めること 

ｴ.感染
症の予
防 
★Ⅰ② 

・病原体が主な
原因となって
発生する感染
症 
・発生源、感染
経路、主体への
対策による感
染症の予防 

ｲ.健康
の保持
増進と
疾病の
予防 
★Ⅰ②、 
☆Ⅰ、 
★Ⅱ 
①② 

・感染症とその
予防 

1.毎日
の生活
と健康
[3年] 
 

ｲ.1日の
生 活 の
仕方 
★Ⅱ 
①② 

・食事、運動、
休養及び睡眠
の調和のとれ
た生活 
・体の清潔 

ｲ.生活
行動・生
活習慣
と健康 
★Ⅱ 
①② 

・食事、運動、
休養及び睡眠
の調和のとれ
た生活の継続 
・生活習慣の乱
れと生活習慣
病などとのつ
ながり 

・生活習慣病と
日常の生活行
動 
 

2.育ち
ゆくか
らだと
わたし
[4年] 

ｳ.体を
よりよ
く発
育・発達
させる
ための
生活 

・発育・発達さ
せるための調
和のとれた食
事、適切な運
動、休養及び睡
眠 
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★Ⅱ 
①② 

5.病気
の予防
[6年] 

ｳ.生活
行動が
かかわ
って起
こる病
気の予
防 
★Ⅱ 
①② 

・望ましい生活
習慣 
偏りのない食
事 
・口腔の衛生を
保つこと 

ｴ.喫煙
飲酒、薬
物乱用
と健康 
☆Ⅰ 

・喫煙、飲酒、
薬物乱用など
の行為は健康
を損なう原因
となること 

ｳ.喫煙
飲酒、薬
物乱用
と健康 
☆Ⅰ 

・心身への様々
な影響 
健康を損なう
原因 
・個人の心理状
態や人間関係、
社会環境など
の要因に対す
る適切な対処 

・喫煙、飲酒と
健康 
・薬物乱用と健
康 
 

ｵ.地域
の様々
な保健
活動の
取組 

・健康な生活習
慣に係る情報
提供や予防接
種などの活動 

ｵ.保健
医療機
関や医
薬品の
有効利
用 

・健康の保持増
進や疾病予防
の役割を担っ
ている保健・医
療機関とその
利用 
・医薬品の正し
い使用 

2.生涯
を通じ
る健康
[1-2年]
  

ｲ.保健
医療制
度及び
地域の
保健・医
療機関 

・我が国の保
健・医療制度 
・地域の保健・
医療機関の活
用 

ｶ.個人
の健康
を守る
社会の
取組 

・個人の健康と
社会的な取組
とのかかわり 

ｳ.様々
な保健
活動や
対策 
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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 （女性の健康の包括的支援政策研究事業） 

地域保健・医療・教育機関・産業等における女性の健康支援のための研究 

（H３０-女性-一般-００２） 

分担研究報告書  

 

女性の健康支援の各種取組の実態に関する調査－国内過去５年の研究動向、および大学

保健管理センター、保険薬局における各種取組に関する実態調査 

 

分担研究者 荒田尚子   国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 

 

 

研究要旨  

女性の健康は生涯を通じて身体的・精神的に女性ホルモンの動態に大きな影響を受けるた

め、男性とは異なる特徴を持つことを正しく理解することが必要であるが、わが国におけ

る女性の健康支援は、疾病治療やスクリーニングが中心で、分野ごと（保健・医療・教育

機関・産業等）、診療専門科ごと（内科、産婦人科、小児科、精神科・整形外科など）、

職域ごと（医師、看護師、薬剤師、保健師、養護教諭など）に縦割りに展開されており、

これらの組織をシームレスに繋ぎ、補充していくことが重要となる。 

 

1.国内過去５年の研究動向：我が国の過去5年間の女性の健康支援に関する文献について、

テキストマイニングによるキーワードを分析することで、女性の健康支援領域の現状と動

向を量的に明らかにし、今後の女性の健康支援対策の一助とすることである。「生涯を通

じた女性の健康支援」体制の構築には、客観的な根拠（エビデンス）に基づく女性の健康

支援の検討を進める必要があり、ライフステージ別の女性の健康支援に関する研究の現状

について、テキストマイニングを用いて検討した結果、成人期(19歳〜44歳)以降に比較し

て、妊娠（胎児）期、小児・思春期（0〜18歳）では、女性の健康に関する研究が少ないこ

とが明らかになった。成人期(19歳〜44歳)の女性の健康支援に関する研究は、看護学生や

大学生などの19歳〜22歳、特定健康診査対象である40歳以降での検討が多く、その間の性

成熟期世代の研究は少ないことが予想された。 

 

2.大学保健管理センターにおける実態調査：生涯を通じて女性の健康を包括的に支援でき

る環境整備を進めるために、現在、大学で行われている女性の健康支援の取組の実態調査

を行った。関東・甲信越地方の大学保健管理センターに勤務する職員66名に対し平成30年 

8月に アンケート調査を実施した。対象者の職種は、看護師が最も多かった（49.4％）。

多くの大学は、貧血、月経関連疾患、拒食症、うつ、甲状腺疾患を、女子大学生の健康課

題として把握していた。医師、助産師は、把握している全ての課題に対して個別または

時々個別に対応していたが、それ以外の職種では、対応できていない場合もあった。婦人

科医との連携・協力体制がある保健管理センターは32.1％、女子学生向けの健康支援やプ
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ログラムを実施している保健管理センターは28.4％であった。多くの保健管理センターで

は、女子大学生が抱える女性ホルモンに関わる症状や悩みを検討課題として把握していた

が、それらの課題全てに対応できていないことが明らかとなった。今後、大学保健管理セ

ンターと連携した女性特有の健康課題に対する取組として、婦人科受診の重要性の啓発や

ヘルスリテラシー向上施策等を検討する必要性が示唆された。 

 

3.保健薬局における実態調査：生涯を通じて女性の健康を包括的に支援できる環境整備を進

めるために、保健薬局/薬剤師における女性の健康支援の各種取組の実態把握調査を行った。

2019年3月、医師・医療従事者向け情報サイトの会員である保健薬局/薬剤師56.000名に調査

案内を送付し、同意が得られた439名（回収率：1.0％）を対象に実施した。対象者の年代は

20代4.1%、30代31.7%、40代30.3％、50代以上33.9％であった。健康サポート薬局の割合は、 

10.7％であった。女性の健康支援の取組を実施している保健薬局の割合は、全体の13.2％で、

更年期以降の女性に実施されていた。薬局に訪れる女性からの相談で多い項目は、不眠、便

秘・下痢、頭痛、倦怠感、冷え、こころ、肩こり、尿もれ、高血圧、腰痛の順に高く、月経

やPMSは下位であった。保健薬局に務める薬剤師は、現在、セミナー、女性の健康推進室 ヘ

ルスケアラボ、妊娠と薬センターから情報を集めているが、実際には、産婦人科医からの情

報を得たい希望が明らかとなった。産婦人科やウイメンズヘルスの専門家監修のサイトはメ

ディカルスタッフにも波及する可能性が示唆された。 

 

 

研究分担者  

井ノ口 美香子 慶應義塾大学保健管理

センター 准教授 

研究協力者  

德村光昭    

慶應義塾大学保健管理センター 教授 

當仲 香    

慶應義塾大学保健管理センター 保健師

本田由佳       

国立研究開発法人 国立成育医療研究セ 

ンター 研究員 

 

A 研究目的  

女性の健康は、生涯を通じて身体的・精

神的に女性ホルモンの動態の影響を受け

るため1)、男性とは異なる特徴を持つこと

を正しく理解することが必要である。一方、

近年，女性の社会進出に伴い，就労環境は

整備されつつあるが、月経に伴う心身の不

調、子宮や乳房のがん、更年期障害などと

いった女性特有の疾患や、妊娠・出産とい

ったリプロダクティブ・ヘルス/ライツの

視点を考慮した健康支援ができる人材育

成やその組織、仕組みの構築は十分に行わ

れていない。 

わが国における女性の健康支援は、現在、

疾病治療やスクリーニングが中心で、団体

ごと（医療、企業、学校、地域、自治体な

ど）、診療専門科ごと（内科、産婦人科、

小児科、精神科・整形外科など）、職域ご

と（医師、看護師、薬剤師、保健師、養護

教諭など）に縦割りに展開されており、こ

れらの組織をシームレスに繋ぎ、補充して

いくことが重要となる。 

本研究では、生涯を通じた女性の健康の保

持増進を図れるような環境整備を進めるた
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めに、国内過去５年の研究動向、および大

学保健管理センター、保険薬局における各

種取組に関する実態の把握、ニーズを明ら

かにし、女性の健康包括支援のために役立

つ情報収集することを目的とする。 

 

B. 研究方法 C. 研究結果および D. 考察 

(1.国内過去５年の研究動向) 

国内文献データベース医学中央雑誌Web

（医中誌）を用いて文献検索を行った。検索

に用いキーワードは、医中誌の文献に付与

されている「統制語（ディスクリプタ）」の

「医学用語シソーラス」キーワードで、「女

性」and「健康」であった。2014年1月～201

8年12月に発表された文献を検索し、登録さ

れた文献を抽出・ダウンロードし、女性の健

康に関する文献データセットを作成し検討

した。なお、分析は、原著、総説、学会の学

術集会の一般演題・ポスター演題の抄録と

し、事例・症例報告は除いた数を対象とした

（((((女性/TA and 健康/TA)) and (DT=20

13:2018 and PT=症例報告・事例除く))) an

d (DT=2014:2018)）。 

文献データセットは、女性のライフステ

ージ別に「妊娠（胎児）ステージ」「小児・

思春期（0〜18歳）」「成人期（19歳〜44歳）」

「更年期(45〜64歳)」「高齢期（65歳〜）」

の5つに分類し、各ステージごとの文献タイ

トル数の比較を行った。  

テキストマイニングを用いた分析として

は、5つのライフステージ別に医中誌の文献

に付与されている「統制語（ディスクリプ

タ）」の「医学用語シソーラス」キーワード

の形態素解析を行い、女性の健康支援を示

すキーワードであると考えられる名詞を抽

出し、単語頻度分析を行った。さらに、女性

の健康支援として「教育」「サービス」「予

防」の３つの「医学用語シソーラス」キーワ

ードとして含む文献を抽出し、各ステージ

ごとの文献タイトル数の比較を行った。 

「教育」「サービス」「予防」を「医学用

語シソーラス」キーワードとして含む文献

については、文献タイトルの「ワードクラウ

ド」 分析を行い、特定の単語が文献タイト

ル中にどのくらいの頻度で出現するのかを

可視化させ、頻度変化の検討を行った。また

‘「生涯を通じた女性の健康支援」で多く用

いられるべき単語‘を明らかにするために、

第4次男女共同参画基本計画の「生涯を通じ

た女性の健康支援」の文章について女性の

ライフステージ別に「ワードクラウド」によ

る頻度変化の検討を行った 

なお、本研究では、ユーザーローカル テ

キストマイニングツール( https://textmi

ning.userlocal.jp/ )で分析・評価した。

ワードクラウドは、文章中から出現頻度の

高い単語を複数選び出し，その頻度に応じ

た大きさで図示する手法を用いた6〜7)。  

 

Ｃ．研究結果                          

女性の健康に関する文献データセット作

成のプロセスを図１に示す。 

 

(1） 女性のライフステージ別の文献タ

イトル数 

医学中央雑誌Webを用いて、文献検索の結

果、分析対象となった文献は総計3,738報で

あった（図１）。 

女性のライフステージ別の文献タイトル

数では、「妊娠（胎児）期」188報、「新生

児期（0〜1歳）」39報、「乳児期(1～23ヶ月)」：

45件、「幼児期（2〜5歳）」81報、「小児期

（6〜12歳）」102報、「青年期（13〜18歳）」

420報、「成人期（19〜44歳）」1,946報、「中

年期（45〜64歳）」1,751報、「高齢期（65

〜歳）」1.515報で、「成人期（19〜44歳）」
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「中年期（45〜64歳）」「高齢期（65〜歳）」

が占める割合が多かった(図2)。  

 

(2） 「医学用語シソーラス」キーワー

ドの頻度に関する単語頻度分析 

女性の5つのライフテージ別に、「医学用語

シソーラス」キーワードの単語のうち上位5

0件を抽出した結果が表1である。単語頻度

解析の結果、上位50件は、全てのライフステ

ージにおいて、名詞が抽出された。どのステ

ージにおいても、「診断」に関する文献が上

位を占め、妊娠（胎児）期では4位であった

が、その他のステージでは「診断」が1位で

あった。 

 

（3） 「教育」「サービス」「予防」を「医

学用語シソーラス」キーワードとして含む

女性の健康の文献タイトル数 

分析対象となった女性の健康に関する文

献データセット3,738報のうち、「教育」「サ

ービス」「予防」を医中誌の文献キーワード

として含む文献は1,369報（36.6%）であった。

それぞれの内訳は、「教育」442報(32.3%)、

「サービス」529報(38.6%)、「予防」398報

(29.1%)、であり、「サービス」「教育」「予

防」の順にその数は減少した。 

図３は、女性のライフステージ別の「教育」

「サービス」「予防」に関連した文献タイト

ル数である。 

妊娠(胎児)期および小児・思春期（0〜18歳）

の「女性の健康」と「教育」「サービス」「予

防」に関する研究は、成人期(19歳〜44歳)に

比較して少なかった。成人期以降(19歳〜)

は、どのステージにおいても「サービス」「教

育」「予防」の順に研究が行われ、女性のラ

イフステージ別の傾向は全体の傾向と同様

であった。 

 

(4） 「教育」「サービス」「予防」を「医

学用語シソーラス」キーワードとして含む

文献における文献タイトルの「ワードクラ

ウド」 分析 

(4).1 「女性の健康」と「教育」 

女性のライフステージ別に文献タイトル

についてワードクラウドで表現したものを

図 4.1-4.5に示す。文字が大きいものほど

出現頻度が高くなっていると解釈する。胎

児・妊娠期 (図 4.1) には，「就労」「既

往」「療養」「職域」「妊娠」「生活習慣

病」「妊娠高血圧症候群」「プライマリ・

ケア」などの文字がみられる。小児（0〜18

歳）期 (図 4.2) には「プライマリ・ケア」

「結核」「口腔」「思春期」「診療」「実態

調査」「observation」、成人（19〜44歳）

期(図 4.3)では「看護学生」「看護」「保健

指導」「健康」「教育」、更年期（45〜64歳）

では「更年期」「予防」「生活習慣病」「因

子」「中高年」「ヘルスケア」「率」「受診」、

高齢期（65歳〜）では「高齢者」「QOL」「高

齢」「要因」「健康」「因子」「プログラム」

となっており、女性のライフステージごと

に抽出された単語が異なった。女性の健康

と教育という点で考えると、更年期や高齢

期は「予防」「QOL」に関連したプログラム

や教育の検討が多く、妊娠期や思春期を除

いた更年期以前の若い世代では、看護学生

や看護、大学生を扱った研究が多いことが

予想され、それ以外の性成熟期女性を対象

とした女性の健康と「教育」に関する研究は

乏しいことが予想された。 

 

(4).2 「女性の健康」と「サービス」 

女性のライフステージ別に文献タイトル

についてワードクラウドで表現したものを

図 5.1-5.5に示す。胎児・妊娠期 (図 5.1)

 には，「GDM」「周産期」「メンタルヘルス」
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「妊娠糖尿病」「予後」「就労」「既往」

などの文字がみられる。小児・思春期(0〜1

8歳) (図 5.2) には「肥満」「Obese」「因

子」「代謝」「functioning」「patient」「尺

度」、成人期（19歳〜44歳）(図 5.3)では「受

診」「健康診断」「保健指導」「生活習慣」

「特定健康診査」「健康」「患者」「女性」

「大学生」「健康」、更年期(45〜64歳) (図

 5.4)では「受診」「健康診断」「特定健康

診査」「因子」「生活習慣」「保健指導」「関

連性」「要因」「患者」、高齢期(65歳〜)(図

 5.5)では「受診」「関連性」「高齢者」「特

定健康診査」「健康診断」「因子」「関連性」

となっており、成人期（19歳〜44歳）以降の

女性の健康に関する「サービス」は「受診」

「特定健康診査」が中心に研究されている

ことが予想された。 

 

(4).3 「女性の健康」と「予防」 

女性のライフステージ別に文献タイトル

についてワードクラウドで表現したものを

図 6.1-6.5に示す。胎児・妊娠期 (図 6.1)

 には，「生活習慣病」「予後」「妊娠高血

圧症候群」「GMD」「予後」「妊娠」「既往」

「スクリーニング」「２型糖尿病」「フォ

ローアップ」「授乳」などの文字がみられ

る。小児・思春期（0〜18歳） (図 6.2) に

は「看護」「安全性」「papillomavirus」「s

afety」「主観的」「HIV」「思春期」、成人

期（19歳〜44歳）(図 6.3)では「予防」「子

宮頸がん」「看護」「因子」「受診」「介入」

「因子」「一次」「健康」「要因」、更年期

(45〜64歳) (図 6.4)では「更年期」「予防」

「生活習慣病」「因子」「中高年」「ヘルス

ケア」「看護」「健康」「率」、高齢期(65

歳〜) (図 6.5)では「介護予防」「高齢者」

「高齢」「生活習慣病」「要因」「予防」「運

動器」「プログラム」となっており、小児・

思春期（0〜18歳）、成人期（19歳〜44歳）

においては「子宮頸がん」「予防」の研究が

多いことが予想された。 

 

（５） 第4次男女共同参画基本計画（平成

27年12月25日決定）「生涯を通じた女性の健

康支援」内容に関するライフステージ別「ワ

ードクラウド」による頻度変化の検討 

 

第4次男女共同参画基本計画（平成27年12

月 2 5日決定）「生涯を通じた女性の健康支

援」に記載されている内容について、女性

のライフステージ別にワードクラウドで表

現したものを図 7.1-7.5に示す。 

胎児・妊娠期 (図 7.1) には，「図る」

「鑑みる」「係わる」「医療機関」「出産」

「妊婦」「体制」「整備」「子育て」「切

れ目」などの文字がみられた。小児・思春期

(0〜18歳) (図 7.2) には「性感染症」「子

宮頚がん」「医学」「性差」「若年層」「避

妊」「啓発」「妊娠」、成人期（19歳〜44歳）

(図 7.3)では「子宮頸がん」「乱用」「未成

年者」「妊娠」「出産」「ライフデザイン」

「性感染症」「喫煙」「整備」「飲酒」、更

年期(45〜64歳) (図 7.4)では「率」「更年

期」「がん検診」「就業」「疾患」「受診」

「乳がん検診」「心身」「女性特有」「性ホ

ルモン」「骨粗しょう症」「心身」「精密検

査」、高齢期(65歳〜) (図 7.5)では「営む」

「踏まえる」「高齢化」「運動器症候群」「ロ

コモティブシンドローム」「健康上」「延伸」

となっていた。 

近年、我が国においては、女性の就業等

の増加、晩婚化等婚姻をめぐる変化、平均

寿命の伸長等に伴う女性の健康に関わる問

題により、女性ホルモン変動に応じた、生

涯を通じた女性の健康支援体制の整備が必

要であり2)、それら体制を整えるには、客観
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的な根拠（エビデンス）に基づく女性の健康

支援の検討を進めることが必要と考える。 

今回我々は、我が国のライフステージごと

における過去5年間の女性の健康支援に関

する文献の「医学用語シソーラス」キーワー

ドと文献タイトル、第4次男女共同参画基本

計画の「生涯を通じた女性の健康支援」内容

について、テキストマイニングによる分析

をすることで、女性の健康支援領域の現状

と動向を量的に明らかにした。 

女性のライフステージ別の「女性の健康

（教育・サービス・予防）」に関する過去5

年間の研究は、19歳未満での研究は非常に

少なく、成人期・更年期・高齢期（19歳以降）

は多く実施されていた。しかし、「女性の健

康」として扱う研究内容は、「生涯を通じた

女性の健康支援」という観点からは、必ずし

も十分ではなく、特に、成人期（19歳〜44歳）

の研究は、対象は「看護学生」「大学生」「女

性」「患者」、研究内容としては「看護」「教

育」「健康」「調査」「健康診断」「因子」

「生活習慣」「特定健康診査」「保健指導」

が多く出現していることが認められている

ことから、大学生である19歳〜22歳、特定健

康診査対象である40歳以降での検討はされ

ているが、大学を卒業する23歳以降40歳未

満での検討は少ないと思われた。それを裏

付けるように、第4次男女共同参画基本計画

（平成27年12月25日決定）「生涯を通じた女

性の健康支援」の成人期（19歳〜44歳）の検

討において出現頻度が多く、文献タイトル

としても適すると思われるキーワードは、

「子宮頸がん」「妊娠」「出産」「ライフデ

ザイン」「性感染症」「喫煙」「整備」「飲

酒」であったが、成人期女性の過去5年間の

女性の健康支援に関する「医学用語シソー

ラス」キーワードと文献タイトルの分析で

は、「子宮頸がん」以外のーワードは抽出さ

れなかった。 

今後、妊娠（胎児）期は「医療機関」「出

産」「妊婦」「体制」「整備」「子育て」、

小児・思春期(0〜18歳)は「性感染症」「子

宮頚がん」「性差」「避妊」「啓発」「妊娠」、

成人期（19歳〜44歳）では、特に大学卒業後

から40歳未満を対象とした「子宮頸がん」

「妊娠」「出産」「ライフデザイン」「性感

染症」「喫煙」「整備」「飲酒」のキーワー

ドを含む、研究に取り組みエビデンスを構

築していく必要があるのではないかと考え

られた。 
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（2.大学保健管理センターにおける実態調

査） 

Ｂ．研究方法 

平成30年8月2日-3日東京で開催された公

益社団法人全国大学保健管理協会関東甲信

越地方部会（慶應義塾大学三田キャンパス

南校舎ホール、研究集会代表世話人 慶應

義塾大学保健管理センター所長 森正明）に

て、大学生の健康を支援する立場にある大

学保健管理室の職員を対象に、各種大学に

て実施している女性の健康支援に関する実

態について記述式アンケート調査を行った。 

本研究は、研究代表者 荒田尚子の所属機

関である国立研究開発法人 国立成育医療

研究センター倫理審査承認後に実施した。

（番号1877） 

 

D．結果 

対象者の職種は、看護師が最も多かった（4

9.4％）。多くの大学は、貧血、月経関連疾

患、拒食症、うつ、甲状腺疾患を、女子大学

生の健康課題として把握していた。医師、助

産師は、把握している全ての課題に対して

個別または時々個別に対応していたが、そ

れ以外の職種では、対応できていない場合

もあった。婦人科医との連携・協力体制があ

る保健管理センターは32.1％、女子学生向

けの健康支援やプログラムを実施している

保健管理センターは28.4％であった。 

 

Ｅ．考察 

全ての女子大学生の女性健康支援を行う

ために、大学保健管理センターと連携した

女性特有の健康課題に対する取組として、

婦人科受診の重要性の啓発やヘルスリテラ

シー向上施策等を検討する必要性が示唆さ

れた。 

 

（3.保健薬局における実態調査） 

Ｂ．研究方法 

本研究は、2019年2月から3月に株式会社日

本アルトマークが運営する「医師・医療従事

者専用ニュースポータルMedy」サイトシス

テムを使用している薬剤師（Medy会員）を対

象に実施した。調査の案内を、株式会社日本

アルトマークが発行する雑誌「クレデンシ

ャル」を送付する薬局に同封・郵送し、案内

を紙で確認後、webアンケートサイトURLへ

アクセスし、参加同意が得られた薬剤師を

対象約とした。 

調査内容は、薬局が把握する女性の健康課

題・支援、薬局が実施している積極的な女性

の健康支援・プログラム等であり、薬局にお

ける女性の健康支援・プログラム実施率、薬

局における婦人科との連携の割合、薬局の

所在地・規模と女性の健康支援との関係、薬

局で実施されている女性健康支援の対象と

内容について確認した。 

本研究は、研究代表者 荒田尚子の所属機

関である国立研究開発法人 国立成育医療

研究センター倫理審査承認後に実施した。

（番号2141） 

 

Ｃ．研究結果                          

対象者の年代は20代4.1%、30代31.7%、40代

30.3％、50代以上33.9％であった。健康サポ

ート薬局の割合は、10.7％であった。女性の

健康支援の取組を実施している保健薬局の

割合は、全体の13.2％で、更年期以降の女性

に実施されていた。薬局に訪れる女性から

の相談で多い項目は、不眠、便秘・下痢、頭

痛、倦怠感、冷え、こころ、肩こり、尿もれ、

高血圧、腰痛の順に高く、月経やPMSは下位

であった。保健薬局に務める薬剤師は、現在、

セミナー、女性の健康推進室 ヘルスケアラ
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ボ、妊娠と薬センターから情報を集めてい

るが、実際には、産婦人科医からの情報を得

たい希望が明らかとなった。 

 

Ｅ．考察 

厚生労働省は、地域住民による主体的な健

康の維持・増進を積極的に支援する薬局で

ある「健康サポート薬局」数は、1,089件(平

成30年8月31日時点)であると報告している
8)。平成30年度患者のための薬局ビジョン推

進事業(モデル事業)一覧（47件）には、女性

の健康支援課題事業の記載はない。その中

で宮原富士子らは、薬局のみでの女性の健

康支援はなかなか難しい面があるため、女

性の健康支援を行うNPO法人「HAP」(health

y aging projects for women)を 立ち上げ

て、介護施設や製薬メーカーなど法人会員

との協力体制を構築し、様々な領域から医

師も参加・連携する「アドバイザリーボード」

の準備、会員からの質問に対応するシステ

ムの構築を行っている９）。 

本調査において、保健薬局に務める薬剤師

は、現在、セミナー、女性の健康推進室 ヘ

ルスケアラボ、妊娠と薬センターから情報

を集めているが、実際には、産婦人科医から

の情報を得たい希望が明らかとなった。産

婦人科やウイメンズヘルスの専門家監修の

サイトはメディカルスタッフにも波及する

可能性が示唆され、今後構築するプラット

フォームにおいて、保険薬局の薬剤師に有

用な女性健康情報を展開することで、女性

の健康の維持・増進を包括的に支援に発展

する研究の実現が期待される。 

 

文献 

8) 厚生労働省「地域包括ケアシステムに

おいて かかりつけ薬剤師・薬局に期待され

る役割」 

https://www.mhlw.go.jp/content/126000

00/000363822.pdf 

9) 宮原 富士子(ジェンダーメディカルリ

サーチ)、目指せ!健康サポート薬局(第3回)

 かかりつけ薬剤師は地域包括ケアのキー

パーソン! Osteoporosis Japan Plus(2189

-7921)1巻3号 Page46-47(2016.09) 

 

F．健康危険情報 

特になし 

 

G．学会発表 

特になし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

なし 

 
 



 

 
 

92 

 

表 1 女性のライフステージ別検索  「医学用語シソーラス」キーワードからの単語頻度解析    

  （上位 50） 

図 1 女性の健康に関する文献データセットの作成プロセス 

図 2  女性のライフステージ別「女性」and「健康」の「医学用語シソーラス」キーワード 

     として含む文献タイトル数 

図 3  女性のライフステージ別「女性の健康」と「教育」・「サービス」・「予防」の 

  「医学用語シソーラス」キーワードを含む文献タイトル数 

 

図 4-1  妊娠（胎児）期における「女性の健康」と「教育」 

図 4-2  小児・思春期（0〜18 歳）における「女性の健康」と「教育」プライマリ・ケア、思春期、

実態調査、診療 

図 4-3  成人期（19〜44 歳）における「女性の健康」と「教育」 

図 4-4  更年期（45歳〜64 歳）における「女性の健康」と「教育」 

図 4-5  高齢期（65歳〜）における「女性の健康」と「教育」 

図 5-1  妊娠（胎児）期における「女性の健康」と「サービス」 

図 5-2  小児・思春期（0〜18 歳）（0歳〜18 歳）における「女性の健康」と「サービス」 

図 5-3  成人期（19歳〜44 歳）における「女性の健康」と「サービス」 

図 5-4  更年期（45歳〜64 歳）における「女性の健康」と「サービス」 

図 5-5  高齢期（65歳〜）における「女性の健康」と「サービス」 

図 6-1  胎児・妊娠期における「女性の健康」と 「予防」 

図 6-2  小児・思春期（0歳〜18 歳）における「女性の健康」と「予防」 

図 6-3  成人期（19歳〜44 歳）における「女性の健康」 と「予防」 

図 6-4  更年期（45歳〜64 歳）における「女性の健康」と「予防」 

図 6-5  高齢期（65歳）における「女性の健康」と「予防」 

図７-1  第 4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた女性の健康支援」妊婦（胎児）期 

図７-2  第 4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた女性の健康支援」小児・思春期(0〜18 歳） 

図７-3  第 4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた女性の健康支援」成人期(19〜44 歳） 

図７-4  第 4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた女性の健康支援」更年期(45〜64 歳） 

図７-5  第 4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた女性の健康支援」高齢期(65 歳〜） 
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図 1 女性の健康に関する文献データセットの作成プロセス 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2  女性のライフステージ別「女性」and「健康」の「医学
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図6-1 胎児・妊娠期における「女性の健康」と
「予防」

図6-2 小児・思春期（0歳〜18歳）における
「女性の健康」と「予防」

図6-3 成人期（19歳〜44歳）における「女性の健康」
と「予防」

図6-4 更年期（45歳〜64歳）における「女性の健康」
と「予防」

図6-5 高齢期（65歳）における「女性の健康」と
「予防」
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図７-1 第4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた
女性の健康支援」妊婦（胎児）期

図７-2 第4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた
女性の健康支援」小児・思春期(0〜18歳）

図７-3 第4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた
女性の健康支援」成人期(19〜44歳）

図７-4 第4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた
女性の健康支援」更年期(45〜64歳）

図７-5 第4次男女共同参画基本計画「生涯を通じた
女性の健康支援」高齢期(65歳〜）
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